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3．俯瞰区分と研究開発領域

3.1	 知のコンピューティング
知のコンピューティングとは、知の創造を促進し科学的発見やその社会適用を加速する

など「知の活用の変革」を推進することである。知のコンピューティングにより、人々のく

らしや社会システムの質的変革が促され、人と機械が共創した、より高度な知的社会が実

現される。知のコンピューティングの開発により次のような効果が得られることを期待する。

・ 知の発見と伝播・活用を促進し、科学の発展と社会への浸透と富の再配分を加速

・ 最先端知識や技術の社会的適用の促進を図ることによる社会サービスの質の向上

・ 新しいソーシャルコンピューティングの開拓による発見の加速

・ 新しいコンピューティングパラダイムの開拓

知のコンピューティングを構成する研究開発領域を図 3－1－1 に俯瞰する。上段の３領

域、①知の集積・増幅・探索、②予測、発見の促進、③知のアクチュエーションは、知の

コンピューティングの最終的な目的となる領域を示す。④知のプラットフォームは、集積

した知、生み出された価値を社会に還元して、共有・普及・促進を加速しやすくするため

のエコシステムである。⑤ ELSI と社会適用は、知の集積・増幅・検索・予測・発見・ア

クチュエーションを可能にする倫理的・法的・社会問題の整備とガイドライン設計に関わ

る領域である。下段の 3 領域、⑥人文 ･ 社会科学に学ぶ、⑦生命科学に学ぶ、⑧情報科

学に学ぶは、基盤レイヤーに含まれる学術分野を知のコンピューティングの文脈で整理整

頓したものである。本報告書では基盤レイヤーは記述しないため、その中より特に進展の

目覚ましい研究開発領域として、認知科学、脳情報システム、知的インタラクションの３

領域を取り上げてここに記述した。

図 3－1－1　知のコンピューティングの俯瞰図
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学術分野を知のコンピューティングの文脈で整理整頓したものである。本報告書では基盤レイ

ヤーは記述しないため、その中より特に進展の目覚ましい３つの研究開発領域として、認知科

学、脳情報システム、知的インタラクションを取り上げてここに記述した。 

 

①知の集積・増幅・探索 ②予測、発見の促進 ③知のアクチュエーション

⑤ELSIと社会適用

④知のプラットフォーム

集合知やローカル・データベースをオー
プンデータにした予測と発見の科学

●発見科学、発見情報学
●科学的発見、予測、仮説生成
●帰納、演繹、直感、セレンディピティ
● コレクティブインテリジェンス
●助言形成、根拠の可視化

知の集積の加速とその世界への
伝播増幅、環境状況に合った探索

●ネットワーク集合知
●対話、相互作用からの知識獲得
●状況ダイナミクスの把握、構造化
●言語、非言語情報の統合
●価値の発見支援

集積、発見された知を、行動変容を
含めて、個人・社会に普及・還元

● ソーシャルコンピューティング
●納得、説得、調停、合意形成
●マルチエージェントシステム
● ソーシャルフィジクス
● メカニズムデザイン

集積した知、生み出された価値等を社会に還元・共有・普及・促進を加速しやすくする社会エコシステム・プラットフォーム
の構築

知の集積・増幅・検索・予測・発見・アクチュエーションを可能にする倫理的・法的・社会問題の整備、ガイドライン設計
●情報倫理、ロボット倫理●後期教養教育●プライバシー、個人情報保護、製造物責任、ロボット法
●社会受容、科学技術社会論、公共哲学、ELSI、SSH

⑥人文・社会科学に学ぶ ⑦生命科学に学ぶ ⑧情報科学に学ぶ

経済学 社会学法学 生物学 医学
心理学

生物学 医学生物学 医学
脳情報システム哲学 人工知能

ビジョン言語 ビッグデータ

①知の集積・増幅・探索 ②予測、発見の促進 ③知のアクチュエーション

知のコンピューティング
知の創造を促進し科学的発見やその社会適用を加速するなど「知の活用の変革」を推進することで、質の高
い生活の実現と知の資産の持続的創出を実現

機械学習社会学社会学
認知科学 人工知能

ビジョン言語 ビッグデータ機械学習
人工知能
ビジョン言語 ビッグデータ機械学習

知的インタラクション

図●●● 知のコンピューティングの俯瞰図 
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知のコンピューティングは 2013 年に CRDS が Wisdom Computing Summit にて提唱

した新しい研究領域である。知のコンピューティングで扱う「知」とは何かについてはさ

まざまな観点でさまざまな議論があろう。情報が「心のはたらきや心理状態に変化を与え

るもの」i）であるとすると広義には「情報 ｣に含まれる。ここでは、「知」とは、そのうち、

「人間や集団の意思決定に影響を与えるもの」と考えることにする。DIKW（Data-
Information-Knowledge-Wisdom）モデル ii）では、データ、情報、知識を階層的に定義し

ているが、「知」や「情報」は表現形にはよらず、それらと変化を与えられる対象との相

互作用によって認識されるものである。したがって、データから情報を抽出し、さらに新

たな知見を知識として抽出するビッグデータや人工知能をはじめとする、表現形に関する

既存の研究領域に強く依存する。知のコンピューティングは、その上で、人々の意思決定

によりよい影響を与えるために、「知」をコンピューティング可能なものとして定式化す

ることを狙う。

知のコンピューティング特有の「知」の定式化に関しては、新しい研究領域であり、現

時点ではわが国の国際的な競争力を判断することは不可能である。しかしながら、上述し

たように基盤となる研究領域においては、例えば、大規模データ処理解析基盤、言語の深

い意味理解、映像による意図理解、仮説生成と発見科学、合意形成とメカニズムデザイン、

脳情報システム、ヒューマンロボットインタラクション、ネットワークロボットなど日本

の強みといえるものも多い。

i）	 安西祐一郎、心と脳―認知科学入門、p32、2011
ii）	 Curt	Swindoll,	"Redefining	Fundraising	–	Data",	2011,	http://www.pursuant.com/blog/redefining-fundraising-data/
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3.1.1	 知の集積・増幅・探索
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

急速に発展する情報ネットワーク社会の中で、変容していく知を、人工知能技術、人間・

エージェント・インタラクション、コミュニティー・コンピューティングを総合して捉え、

増幅し、共有し、体系化し、再利用するためのプロセスを支援するシステム構築のための

研究開発課題である。

（2）	国内外における研究開発の動向
［背景と意義］

行動の資源となる知は、個人ごと、コミュニティーごとに異なるばかりでなく、テクノ

ロジーの発展とともに急速に変容している。そのように流動性・多様性の高い知を捉え、

行動に結び付け、共有し、さらに競争力のあるサービスに結び付けていくことは容易では

ない。中でも、価値に着目した取り組みへの期待は大きい。社会にはいろいろな価値が錯

綜し、個々人や社会が自分のホームグラウンドや目標を定めることも大変困難になってき

た。価値は暗黙性が高く、日常雑事の背後に埋もれてしまい、価値に気づくべき時には気

づかず、かなりの時間が経過した事後になって初めて気づくことも多い。個々人にとって

も社会にとっても、他者の価値に気づかないことは視野を広げるチャンスを失うばかりで

はなく、争いの原因になりかねない。構成員が暗黙裏に共有している価値に気づかないこ

とは社会にとってはチャンスを失うこととなり、大きな損失である。価値のある知である

ほどその存在は暗黙的である。達人の知のように必ずしも明文化されない感覚として保有

されている場合もあれば、多くの人が分散して有しており、集合知プロセスを働かせたと

き初めて顕在化してくるものもある。そのような知をタイムリーに捉え、多くの人が理解

できるように増幅し、共有可能にして、体系化し、コミュニティーで再利用することを可

能にするための強力な支援技術が必要である。

［これまでの取り組み］

知のプロセスを捉え、人工システム化する試みは 60 年以上前から人工知能研究で取り

組まれてきている。これまでの人工知能研究で、記号化された知への取り組みについては、

適用範囲と限界についてはかなり解明されてきたと言える。他方、社会に新たな価値をも

たらす知の活用に取り組むためには、記号化される以前の主観的な段階の知（原初知）や、

コミュニティーの中に浅く広く分散する知（集合知）も視野に入れることが必要である。

価値に注目した本格的な科学技術の取り組みはまだ行われていない。知識マネジメント

は、価値の共有と強化に関わるものであるが、ビジネス的価値とそのビジネスプロセスへ

の実装に焦点が置かれており、一般市民レベルは視野の外に置かれている。サービス工学

は、サービス消費者の要望に応えるためのサービス提供の科学技術を目指したものである

が、そもそもサービス消費者自身が自分の価値をどのように構成し、発展させていくかと

いうサービス消費者の立場は所与のものとして位置づけられている。価値も人工物によっ

て媒介される価値に焦点が置かれている。CSCW （Computer Supported Collaborative 
Work）分野では、組織における価値の長期的な醸成などソーシャルコンピューティング
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における価値の役割に注目した招待講演や研究発表が徐々に増え、基礎的な研究基盤が構

築されつつある。

データサイエンスは、ネットワークの出現で利用可能になった膨大なデータ資源から価

値を導出するという点で関わりが深いが、主として所与の価値基準に基づくデータからの

法則発見に重点が置かれ、価値そのもののダイナミズムの支援という観点は乏しい。人工

知能研究は情報の知的処理に関わる研究分野であり、知のプロセスの背後にある価値とも

関わりは深いが、従来研究は「知能」により重点が置かれ、価値とより深く関わる「心」

についての取り組みは少なかった。認知神経科学は価値に関わる脳機能解明という観点か

らは本研究開発領域の科学的基礎を与えるものとして位置づけられる。認知神経科学で得

られつつある基盤の上での価値のダイナミズム支援のテクノロジー開発が本研究課題の中

心的関心事となる。

原初知や集合知への取り組みは、ネットワーク上のビッグデータの活用、各種センサー

とアクチュエーターの普及、認知神経科学の進展によってはじめて可能になった。これら

を統合して、原初知や集合知まで含めた知のプロセスを強化する情報技術への本格的な取

り組みはまだ始まっていない。

［今後必要となる取り組み］

人工知能研究での取り組みのように、基本的にすべての知のプロセスを人工システムに

よって実行することを目指す必要はない。人間と人工知能（エージェント）の混在した、

人間・エージェント・ハイブリッドコンピューティングの枠組みをとることにより、人工

システムによるコンピューティングでこれまで視野に入らなかった感覚や価値など暗黙性

の高い知の次元を視野に入れることが重要である。

原初知と集合知がどのように形成されるか解明し、そのプロセスを強化する情報技術の

研究開発が望まれる。知のもたらす価値に注目した取り組みが有望であると考えられる。

ヒューマン・コンピューティングの枠組みの中から、インタラクションの中からの価値創

出、集合知を用いた価値発見、実践知に焦点を当てた取り組みを総合するアプローチが有

望である。データに対して知的プロセスを適用すれば、価値が生まれ、逆にデータと価値

を与えると、その価値を引き出すための知的プロセスが推定されるという図式を用いれば、

ヒューマン・コンピューティングにより、データの背後にある価値を顕在化させ、データ

からどのようにしてその価値を導出できるかを推定することで、知的プロセスに迫る。知

的プロセスの適切性は、そのプロセスを新たなデータに適用し、価値を算出し、それを人

間の判断と比較する。おおむねこのような考え方で、知のプロセスを逆算することにより、

価値への早期の気づきを捉え、相互に理解可能なものとし、互いの価値を調整して、サー

ビスや社会システムに発展させていく価値のダイナミクスを支援する情報技術の研究開発

を行う。知のもたらす価値の発見、増幅、共有、体系化、再利用に関わる既存の支援技術

を統合して一つのシステムにまとめあげる統合的なアプローチをとる必要がある。

価値の発見支援 : 属人性が高く、主観に依存した価値発見のプロセスそのものを顕在化

させ、その支援技術を開発する。ワークショップの手法を用いて参加者の価値を顕在化さ

せつつ、グループの価値を作り上げていくこと、抽象的な題材を具体化して参加者が当事

者意識で議論に参加できるようにすること、などが必要である。価値、および、その価値
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が顕在化する事例をセットにして蓄積する。

価値の増幅支援 : ワークショップ討論を通して顕在化される参加者の暗黙的な価値表現

を捉え、それを具体化し、具体的なイメージにして他者にもわかるようにする。参加者が

暗黙裏に供した「価値を的確に言い当てる」技術の開発はチャレンジングであるが、本研

究開発領域において特に有効である。

価値の共有支援 : 共感を呼ぶイメージ提示が価値の共有には不可欠である。第 1 人称視

点による主観の共有を支援する。

価値の体系化支援 : 価値の客観的側面と主観的側面を整合させて、さまざまな視点から

の価値を統合するプロセスを支援する。

価値の再利用支援 : 価値を事例から分離して、新しい事例に適用したとき、同様の価値

が生じるようにする。

（3）	注目動向
［新たな技術動向］

非言語コミュニケーションまで視野に入れて人と人とのコミュニケーションの深部に立

ち入った分析を行い、感性や知恵に迫ろうという取り組みが増えている。例えば、オノマ

トペ（擬音語）に注目した表現の解明 1）、スキルサイエンスなどがある。藤波努らのスキ

ルサイエンスプロジェクト 2）は、身体に反映された知識の表現であるスキルに注目し、

その解明に取り組んでいる。回想法という手法を用いた記憶と身体活動の関係の解明も興

味深い。慶應義塾の諏訪正樹もからだメタ認知という手法を用いて身体に記憶された運動

からの知の解明 3）に取り組んでいる。最近になって、これが、ビッグデータに支えられ

た本格的な価値創造の取り組みに結びきつつある。

［注目すべきプロジェクト］

インタラクションからの暗黙知の発見については次のようなプロジェクトが注目され

る。MIT Media Lab の Center for Future Storytelling4）では、物語に着目して、コミュ

ニティー、経験、創造性などに関わる知恵の増幅に取り組んでいる。Max Planck Insti-
tute for Human Cognitive and Brain Sciences5）では脳の認知機能の解明に取り組む有力

な研究チームを擁している。柏野牧夫らの IIPI （Implicit Interpersonal Information）の

研究 6）では、人間同士の円滑なコミュニケーションに必要不可欠なソーシャルシグナル

とその認知プロセスとの関わりを詳細に分析している。開一夫らのグループでは、乳児の

発達の過程に注目して教える / 教えられることのできるペダゴジカルマシン 7）の開発に取

り組んでいる。石黒浩らの存在感メディアの研究 8）では、人間の存在感を遠隔に伝える

研究を通して、人間の持つ価値に迫ろうとしている。メディアレベルでは、後藤真孝らの

研究チーム 9）が音楽を自動分析して打楽器、歌声、ビートなどさまざまな属性を取り出

せるようにすることで、コンシューマにまで創造の範囲を広げようとしている。ヨーロッ

パでは、Bielefeld 大学が CITEC を 2008 年に設立し非言語コミュニケーションを中心に

大掛かりに研究を展開している 10）。

集合知に関しては、松尾豊らの研究グループが人工知能手法を幅広く使い、ネットワー



74

CRDS-FY2016-FR-04� 国立研究開発法人科学技術振興機構�研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書
システム・情報科学技術分野（2017 年）

ク集合知の収集と活用の研究を進めている 11）。

実践を交えた総合的な取り組み :
企業レベルでは、IBM Research が Cognitive Computing を提唱し、人間の細やかな

知性をデータとして捉え、活用できるようにすることを目指している 12）。SAP もクラウ

ドソーシングに力を入れている 13）。

（4）	科学技術的課題
非常に挑戦的な課題であるが、実験室にこもって行う基礎研究には適していない。むし

ろ、具体的な題材を用いて実践的に取り組む中から、技術を確立し、広めていくとともに

基礎を深化させていくというアプローチが必要である。確立された学術コミュニティーの

中でのトップジャーナルやトップカンファレンス論文数による評価方法とは異なる評価が

必要である。

（5）	政策的課題
人間と人工システムの共生によって、価値の発見、増幅、共有、体系化、再利用が行わ

れる実験的な現場をいくつかつくり、そこにアイデアを持つ研究者、開発者、コンテンツ

クリエイター、ユーザーが一定期間参加することによって、アイデアのパイロット実装と

評価をする、実践参加型の活動を創り出し、維持する政策の実現がひときわ重要である。

異なる背景を持つものの、研究者ばかりの多様性を欠いた集団が場所で一定期間コミット

して研究成果の実現を目指した過去の大型プロジェクトとは異なり、塾や工房やサービス

センターといった一定の社会機能を実際に果たしつつ、その中で、新しい技術を社会実装

と評価をする活動を継続することで、本研究開発領域に関わる実践知が蓄積し、新たなブ

レークスルーにつながることが期待される。

（6）	キーワード
人工知能、ヒューマン・コンピューティング、人間・エージェント・インタラクション、

コミュニティー・コンピューティング、CSCW（Computer Supported Cooperative 
Work）

（7）	国際比較
国・

地域
フェーズ 現状

トレ

ンド
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

非言語コミュニケーション研究 1），7），8）、スキルサイエンス 2），3）、認知神経科学 6）

など実践的な取り組みは多い。

応用研究・

開発
○ →

先端的な取り組みとして相澤らの食べものに関するライフログ 15）やよしもとロ

ボット研究所 16）などもあるがまだ大きな流れは見当たらない。
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米国

基礎研究 ◎ →

CSCW17）などにおいて挑戦的な研究が見受けられるほか、MIT4）、CMU18）、

IBM Research12）の本格的な研究がある。

応用研究・

開発
◎ →

IBM Research の研究 12）など具体的な応用への取り組みが発展していて、伸び

ている。

欧州

基礎研究 ◎ → Max Planck Institute5） や Bieledfeld 大学 CITEC10）など

応用研究・

開発
○ →

Guide to ICT-related activities in Horizon 202014）を見る限り、この方面への

取り組み意識は低いように思われる。

中国

基礎研究 △ → CSCW17）/CHI19）/HCOMP20）などに顕著な成果 / 活動は見当たらない

応用研究・

開発
△ → CSCW17）/CHI19）/HCOMP20）などに顕著な成果 / 活動は見当たらない

韓国

基礎研究 △ → CSCW17）/CHI19）/HCOMP20）などに顕著な成果 / 活動は見当たらない

応用研究・

開発
△ → CSCW17）/CHI19）/HCOMP20）などに顕著な成果 / 活動は見当たらない

（注１）　フェーズ

　　　　基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル 
　　　　応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル 

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　
→

：下降傾向

（8）	参考文献
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http://www.jaist.ac.jp/ks/portfolio/fujinami/
3） 慶應義塾大学 諏訪正樹研究室

http://metacog.jp/
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http://www.mpg.de/149614/kognition_neuro
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8） 株式会社国際電気通信基礎技術研究所 石黒浩特別研究所
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10） Bieledfeld 大学 CITEC（the Cluster of Excellence Center in Cognitive Interactive 

Technology）
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http://ymatsuo.com/japanese/
12） IBM Research Cognitive Computing

http://www.research.ibm.com/cognitive-computing/index.shtml#fbid=r7QukTLiXAd
13） SAP Training and Certification Shop

https://training.sap.com/shop/crowdsourcing/
14） Guide to ICT-related activities in Horizon 2020

https://ec.europa.eu/digital-agenda/node/68342
15） CREST “食”に関わるライフログ共有技術基盤

https://www.hal.t.u-tokyo.ac.jp/crest/
16） よしもとロボット研究所

http://www.yoshimoto.co.jp/yrl/
17） The ACM Conference on Computer Supported Cooperative Work and Social 

Computing（CSCW2016）
http://cscw.acm.org/2016/

18） Carnegie Mellon Univ. Human-Computer Interaction Institute
http://www.hcii.cmu.edu/

19） The ACM CHI Conference on Human Factors in Computing Systems（CHI2016）
http://chi2016.acm.org/

20） Conference on Human Computation & Crowdsourcing（HCOMP2016）
http://www.humancomputation.com/2016/
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3.1.2	 予測と発見の促進
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

森羅万象のデジタル化データが指数関数的に増大する超スマート社会において、森羅万

象に潜む叡智を掘り起こし社会適用させるための「予測と発見」に関する革新的な科学技

術研究開発領域のこと。①発見科学、発見情報学、②科学的発見、予測、仮説生成、③帰

納、演繹、直感、セレンディピティ、④集合知、⑤助言形成、根拠の可視化、意思決定、

等の「知のコンピューティング」分野をターゲットとする。

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
科学的発見 1）-8） は、科学の中核を成し、人類のはるかなる飛翔を支えてきた。科学者が

ある仮説を打ち出し , それが観測・実験データと矛盾するならば , その仮説は再構築を迫

られる。科学的発見のプロセスとは、仮説作りと実験データによる反証という絶え間ない

連鎖であり、知識発展サイクル（観測、仮説、予測、実験、観測、…）の繰り返しにより

仮説が洗練されていくプロセスである 2）,6）,7）。そのプロセスを支える「予測・仮説発見の

技術」は、自然科学における科学的発見のみならず、社会科学や人文科学にも適用可能で

あり、さらにはビジネスや日常生活の多くの場面でも活用できると期待されている。

予想外の（偶然の）観測は科学的探究の出発点であり、思いがけない重要な発見や発明

につながっている。科学的発見のプロセスにおいて、観測結果を説明するために仮説が導

入され、この仮説は新たな予測を導き、その予測は検証実験によって確かめられる。そし

て、その検証実験における新しい観測によって、前の仮説は採択または棄却もしくは修正

され、知識発展サイクルの繰り返しにより仮説が洗練されていく 2）,6）,7）。チャールズ・サ

ンダース・パース（Charles Sanders Peirce: 1839-1914）によれば、推測による仮説生

成は「アブダクション（abduction）」であり、仮説からの帰結計算は「演繹（deduction）」、
そして実験による結果の検証は「帰納（induction）」とみなされ、科学的発見のプロセス

の各段階において本質的な役割を果たしている 3）,7）。本節では、発見の科学哲学に関する

歴史 1）-3）,6）,7）を概観した後に、予測と発見を加速する知のコンピューティング関連研究の

潮流と国内外の動向について俯瞰する。

［発見の科学哲学に関する歴史］

演繹法は、科学者はまず仮説を立てたのち、それを立証または反証する科学的エビデン

スを求める思考法である。例えば、最初に「この袋に入っている豆はすべて白い」という

大前提（一般原則）を置き、次に、「これらの豆はこの袋から取り出された」という小前

提（事実）を提示すると、「これらの豆は白いに違いない」という結論が導き出される。

この思考法は、大前提から入って論理を進めて実際的な結論を導く方法であり、フランス

のルネ・デカルト（René Descartes: 1596-1650）によって提唱された 1）-3）,6）,7）。演繹法では、

大前提が究極の森羅万象理論に基づくものなら、誤りのない結論が導き出される。

一方、帰納法では、個々の事象の観察結果（経験事実）からパターンを見い出して、一

般的な規則を導くことで、一般的な結論を導く。つまり、帰納法は小前提「こちらの豆も、

あちらの豆も、この袋から取り出された」（個々の事実）と結論「取り出した豆はすべて
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白い」から大前提「この袋に入っている豆はすべて白い」（仮説）を想定する思考法である。

個々の豆について、実際の色（個々の事象）を観察した後、その経験から得られた観察結

果に基づいて類似点をまとめ上げることで、大局的な仮説を推論するのである。取り出し

た豆がどれも白いなら、袋の中の豆はすべて白いと想定するのが自然であるが、1697 年

にオーストラリアで実際に発見された黒い白鳥（ブラック・スワン : 白鳥と同じカモ目カ

モ科ハクチョウ属に分類される鳥類）のように、同じ種類に分類される黒い豆が発見され

れば、この仮説は反証されることになる。この帰納法を最初に明確に説明したのは古代ギ

リシャの哲学者アリストテレス（Aristotelēs: 384 B.C.- 322 B.C.）とされているが、こ

の方法論を一般に広めたのは、フランシス・ベーコン（Francis Bacon: 1561-1626）であ

り、19 世紀にはジョン・スチュアート・ミル（John Stuart Mill: 1806-1873）によって「帰

納主義」と呼ばれる手法が体系化された 1）-3）,6）,7）。

アブダクション（仮説生成）は、個別の事象を最も適切に説明し得る仮説を提示する推

論であり、帰納法と違って、事象間の因果関係の解明に重きを置いている。つまり、「こ

の袋の中の豆はすべて白い」という規則を見い出し、「これらの豆はすべて白い」という

観察結果を説明するための仮説「これらの豆はこの袋から取り出されたはずである」を生

成するのがアブダクションである。この用語を最初に用いたのは、チャールズ・サンダー

ス・パースであると言われているが、その概念は古く、アリストテレスが Prior Analytics
において三段論法形式で示したものが起源とされている。カール・ポパー（Karl 
Raimund Popper: 1902-1994）は、仮説は反証可能でなければならないとする「反証主義」

の立場をとって、ジョン・スチュアート・ミルの「帰納主義」を批判した 1）-3）,6）,7）。

［予測と発見を加速する知のコンピューティング関連研究の潮流と国内外の動向］

科学的探究を自動化し、新たな科学的知識を発見できるような、知能機械を作る試みは、

コンピューター出現の時点からあった。しかしながら、科学的発見に必要不可欠なものは、

デバイス・ハードウエア・ソフトウエア技術の協創的深化に誘われる情報科学技術の先進

化である。このことを世に知らしめたのは、2000 年代以降のビッグデータ利活用のなが

れ動きと近年の人工知能（AI）ブームの再来である。並列処理を行う画像チップ・グラ

フィックスプロセッシングユニット（GPU）の大量生産による価格低下によって並列計

算コストが大幅に低下するとともに、2009 年にアルゴリズムの改良によって深層学習

（ディープラーニング）プログラムが GPU で高速処理できるようになった 9）ことは、知

のコンピューティングを取り巻く計算環境の加速的な進化につながっている 10）。2009 年

に GPU を使うことでニューラルネットワークを並列に稼動させることができることを見

い出したのは、Andrew Ng が率いる米国スタンフォード大学の研究チーム 9）であり、

ニューラルネットの新たな可能性を拓いたことは特筆すべきことである。Andrew Ng は、

米グーグル基礎研究所 Google X でディープラーニング技術を開発してきたスタンフォー

ド大学准教授であったが、2014 年 5 月に中国のグーグルとも呼ばれる百度（Baidu）にヘッ

ドハンティングされ、Baidu がシリコンバレーに新設した AI 研究所の初代所長に就任し

たことは驚くべき事実であった 10）。

1960 年代に米国スタンフォード大学で開発された AI プログラム Dendral は、化学者

が行うような判断と問題解決の過程を自動化することで、未知の有機化合物を質量分析法
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で分析し、有機化学の知識を使って特定した世界初のエキスパートシステムである 11）。

そして、この流れを引き継いで、1976 年に D. Lenat により、探索ヒューリスティックス

（経験則）手法を組み込んだ Automated Mathematician（AM）プログラムが開発され、

面白い新概念やそれらに関する興味深い推測の発見が試みられた 12）。しかしながら、素

数の概念のような興味深い新しい概念を発見するのにかなり高い能力を AM プログラム

は示したものの、あらかじめ用意できるヒューリステイクスと発見できる規則の数は限定

的であった。1977 年から、P. Langley らにより、多数の数値データの中から不変数を発

見する BACON プログラムの開発が始まり、古典物理学（Kepler の第 3 法則、Ohm の

法則、Galileo の落体の法則等）の再発見が行われた 13）。その後、2000 年代に入り、能

動学習やアブダクション等の機械学習の進歩を背景にして、2009 年には、英国の R. D. 
King らにより、AI ロボット科学者 Adam が、初期段階の薬剤設計（遺伝子とその機能

の関係を調べる機能ゲノミクス）の自動化を目的として設計され、酵母の酵素に関する未

解決問題に挑戦した 14）。その後、新薬発見プロセスを迅速化するとともに、より経済的

に行うために、後継機の AI ロボット科学者 Eve が開発され、生化学実験の仮説生成、実

験計画作成、実験遂行に至る発見プロセスを具現化し、知識発展サイクルを繰り返す自動

化ハイスループット仮説主導の研究開発が進められている 14）。また、同年（2009 年）には、

米国コーネル大学 H. Lipson のグループが物理現象（振り子の運動）観測によって物理

法則（運動量保存の法則とニュートンの運動の第 2 法則）を自動的に導き出す実験を行っ

ている 15）。

発見科学（Discovery Science）という言葉は、有川節夫（九州大学）を代表とするチー

ム型の科研費重点領域研究「巨大学術社会情報からの知識発見に関する基礎研究」（1998-
2001）の略称として使われたのが最初である 4）,5）。研究開始の初年度から Discovery 
Science に関する国際会議を先導的研究活動の一環として立ち上げて、発見科学のムーブ

メントを起こし、今まで毎年、世界各地で Discovery Science 国際会議が開催されている。

このさきがけとなったチーム型研究の最終報告書は Springer の Lecture Note シリーズ

から、「Progress in Discovery Science: Final Report of the Japanese Discovery Science 
Project （Springer, 2002/3/6）」として出版されている 5）。そして、「情報洪水時代におけ

るアクティブマイニングの実現」（2001-2004 年度特定領域研究 : 代表・元田浩）、「IT の

深化の基盤を拓く情報学研究」（2001-2005 年度特定領域研究 : 代表・安西祐一郎）、「情

報爆発時代に向けた新しい IT 基盤技術の研究」（2005-2010 年度特定領域研究 : 代表・喜

連川優）が戦略的に立ち上がり、2007 年 1 月の JST-CRDS ワークショップ「予測と発見

−大規模情報からの『知識』獲得技術−」を経て、その後の FIRST 喜連川プロジェクト「超

巨大データベース時代に向けた最高速データベースエンジンの開発と当該エンジンを核と

する戦略的社会サービスの実証・評価」（2009-2013 年度最先端研究開発支援（FIRST）
プログラム）につながっていった。そして、2015 年 5 月には、経済産業省が主導して、

産業技術総合研究所に AI 研究センターが設立され、翌 2016 年には文部科学省が主導し

て理化学研究所に AI などの統合研究開発拠点 AIP（Advanced Integrated Intelligence 
Platform Project）センターが設立されて、日本の情報学を中心とする発見科学が加速さ

れるものと期待されている。

一方、AI 研究を先導してきた米国でも、米国 Obama 大統領が“Big Data Research 
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and Development Initiative”を宣言した 2012 年を契機に、発見情報学（Discovery 
Informatics）に関するムーブメントが米国を起点として起きており、発見情報学に関す

るワークショップやシンポジウムが毎年開催されるようになった 16）,17）。この動きは、コ

ンピューティングにおける進歩が科学と工学のほとんどすべての領域を変容していること

を再認識した結果であり、新しい発見の探究はコンピューティングのすべての領域を横断

したイノベーションをもたらしていることを鑑みた動きである。彼らは、入手可能なビッ

グデータから洞察を得るために直面している能力の限界をビッグデータ研究の観点から再

考することで、コンピューティングにおける共生的な進歩を通して限界に対処せざるを得

ない状況にあると考えている。米国発の発見情報学は、前例のない複雑さを有するデータ

の本質を理解し洞察を得るための人間の能力を、適切な知的支援と自動化によって大いに

高めることを目指している 16）,17）。

科学的発見に「集合知」で挑む動きがある。2013 年 6 月に、G8 科学担当大臣らによ

る科学研究データのオープン化に関する声明があり、その機運がますます高まってきた。

オープンサイエンスのような動きは、「サイエンス 2.0」18）や「シチズンサイエンス」19）

のような形で自然に出てきている。2007 年には、英国オックスフォード大学でスタート

したオンラインプロジェクト Galaxy Zoo は、インターネット上で銀河の画像を分類する

ボランティア参加型プロジェクトであった 20）。Galaxy Zooには、20万人以上のボランティ

アが参加して、天文学者がハッブル望遠鏡で撮影した銀河の画像を鑑賞しつつ分類するこ

とで銀河研究を支援しており、100 万枚の画像を分類し、天文学者による銀河形成に関す

る探査的研究を助けた 21）。これらの成果は、渦状のアームや銀河中心のふくらみなど画

像中の形の特徴を読み取り分類する能力に関して、人間はコンピューターよりもはるかに

優れていることを示している。2008 年、米国ワシントン大学の David Baker 教授ら、「タ

ンパク質折り畳み」問題（化学的に安定した最低エネルギー構造の特定）にパズルゲーム

感覚でチャレンジし、折り畳みの優劣を競い合う無料プログラム Foldit を発表した 22）。

タンパク質が取り得る形状は無数にあり、コンピューターによるシミュレーションでは膨

大な時間がかかることから、「タンパク質折り畳み」問題は、科学における最も重要な未

解決問題のうちの一つであると言われてきたが、Foldit 参加者（ゲームプレーヤー）は、

人間の直感力（パターン認識能力）を活かしながら、マウスを使って得点が高い（エネル

ギー的により安定な）タンパク質構造を競い合って作ってゆくことでタンパク質構造予測

に携わり、科学者が 10 年かかっても解けなかった難問題（HIV 治療薬を開発するために

必要な酵素の構造解析）を 3 週間で解くことに成功した 22）ことは驚きであった。2010 年
には、米国 Kaggle 社は、複雑なビッグデータ問題に取り組めるデータサイエンティスト

をソーシャルネットワーク的手法で世界中から集めて競争させるアウトソースサービスを

開始した 23）。データ所有者は予測問題とデータを提供し、データ解析コンペティション

にて、複数のデータサイエンティストに予測モデル構築を依頼し、賞金を提示することで、

コンペ参加者同士を競い合わせ、最も精度の良い予測モデルやアルゴリズムを提案させる

のである。代表的事例である入院患者の予測コンペでは、過去の患者のデータを分析し、

近々入院が予測される患者を早めにケアすることで、緊急入院数を減少させ医療コストを

削減させた。日本国内でも、2013 年にインフォコム社が主催する、日本初の懸賞金モデ

ルによるデータ解析クラウドソーシングサイト CrowdSolving がサービスを開始し、数論
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的ロジックから導かれる数値予測、ヒトインフルエンザウイルスの株予測など多くの実績

を重ねている 24）。

（3）	注目動向
 ［IBM コグニティブ・サービスの世界展開 〜 IBM Watson と脳型チップ SyNAPSE〜］

米国 IBM が開発したコグニティブ（認知）システム（Watson）は、2011 年 2 月 16
日に米国の人気クイズ番組「Jeopardy!」に出場してクイズ王を破ったことで一躍有名に

なった 25）。その後、人間の知的活動に関わるさまざまな機能や、音声認識や画像の理解

へも Watson が対応可能となり、質疑応用（コールセンターでのエンドユーザーと対話）、

創造的発見（新しい創薬の発見、薬の副作用の予測）、判断支援（がん診断支援や電子カ

ルテアドバイザー、保険約款の内容と事故の内容判断、）等に利用できるように開発が進

められている 25）,26）。Watson の質疑応答システムの中核アーキテクチャーを多言語化する

ことで、Watson の日本語版やポルトガル語版の開発も行われ、IBM コグニティブ・サー

ビスの世界展開が進められている。同社は、2014年夏に発表した脳型チップSyNAPSE（開

発コード名は TrueNorth; ネズミ並みの数のニューロンとシナプスを備えた非ノイマン型

プロセッサー）の実用化に向けて、そのハードウエアとソフトウエアの開発環境を公開す

ることで、SyNAPSE の普及活動を積極的に進めている。SyNAPSE の最大の強みは、画

像認識や音声認識といった高度なパターン認識を極めて低い消費電力（約 0.07W/chip）
で実行できる点であり、IoT 等のセンサーネットワーク末端におけるエッジコンピュー

ティングに向けた用途開発の加速が目的である 27）。例えば、公開された SyNAPSE の開

発環境を使って、スイスの大学 ETH Zürich が中心とする研究チームは、自然言語解析ア

ルゴリズムを SyNAPSE に実装する研究を開始するとともに、感情を解析する機能につ

いても研究を開始している 27）。また、2016 年 3 月末には、米国ローレンスリバモア国立

研究所は、IBM リサーチと協力して、IBM のニューロシナプティックコンピューターチッ

プ SyNAPSE を使って、脳からヒントを得たディープラーニングのための極低エネルギー

効率スーパーコンピューティングプラットフォームの開発を開始した 28）。これは「予測

と発見」を促進するためのエッジコンピューティング用プラットフォームとなる大きな可

能性を秘めている。

［Google のディープニューラルネットワーク（DNN）技術と強化学習の進化と深化］

米国の Google は、ディープラーニング技術が画像認識やパターン認識に非常に優れて

いることを証明するとともに、「神秘的な囲碁」に対する先導的な AI 研究を通して、ディー

プラーニングが AI にもたらす非常に多くの可能性（DNN 技術、ある言語から別の言語

への翻訳技術、人間の話し言葉（自然言語）の意味理解等）を探っていると言われている 29）。

Google が 2014 年 1 月に買収した英国の人工知能スタートアップ企業 DeepMind は、

ディープラーニングと強化学習を用いた手法を使って囲碁の局面を評価する新しい手法を

確立し、従来のモンテカルロ木探索の手法と組み合わせることで、AI 囲碁プログラム

AlphaGo を開発した 29）-32）。この AlphaGo は既存の AI 囲碁プログラム（フランスの

Crazy Stone や日本チーム DeepZen が開発した Zen）に 99.8% 勝つ 31）とともに、囲碁ヨー
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ロッパチャンピオンのプロ棋士に 5 連勝した後、2016 年 3 月には、世界最強のイ・セド

ル棋士に 4 勝 1 敗の成績で歴史的な勝利をしたことは驚くべきことであった。DeepMind
の研究者たちは、イ・セドル棋士との世紀の対戦の前に、ディープラーニングを使って

AlphaGo を訓練し、ある種の「知性」に持たせることで本番の戦いに挑んだのである 29）-32）。

このようなアプローチは、結果の予測が難しく神秘的であると言われる囲碁において、良

い手とはどんなふうに見えるものかを AI 囲碁システムが「学習する」という点で、計算

パワーに頼った「しらみつぶし的な手法」とは大きく異なっており、「予測・仮説発見の

技術」の次の方向性を示唆しているかもしれない。

また、AlphaGo の歴史的勝利の裏には、Google が機械学習ライブラリ「TensorFlow」

向けにカスタマイズして独自開発したディープラーニング専用プロセッサー「Tensor 
Processing Unit」（TPU）があったことも忘れてはならない。Google は、同社のデータ

センターで過去 1 年間にわたって TPU を使用しており、ある種の「知性」に持っていた

AlphaGo にも使用していた 33）。驚くべきことに、この TPU は、ディープラーニングの

ために開発した推論実行用 ASIC（Application Specific Integrated Circuit、特定用途向

け IC） で、GPU（Graphic Processing Unit） や FPGA（Field Programmable Gate 
Array）といったディープラーニング処理に使用する他の技術と比較して、消費電力当た

りの性能は 10 倍である。TPU は機械学習向けにカスタマイズされているため、演算精度

をそれほど必要ではなく、1 演算あたりのトランジスタ数も少なくて済むのが利点であり、

消費電力も小さい。したがって、機械学習に最適化された、1 ワットあたりのパフォーマ

ンスが極めて高い AI チップと言える。現在では、DeepMind 社はニューラルネットと海

馬を模した外部メモリーを組み合わせることにより、外部記憶を活用できる、より高度な

AI を目指しており 34）、今後ますます「予測と発見」が促進されるものと思われる。

［より脳に近い学習や推論のための脳型アルゴリズムと脳型コンピューティング］

HTM（Hierarchical Temporal Memory: 階層的時間記憶）理論の提唱者 Jeff Hawkins
が創設した Numenta 社は、脳の動作をヒントに、深層学習とは異なる独自アルゴリズム

で成果を上げはじめた 34）。また、日本では、2016 年 9 月、NEC と東京大学は、日本の

競争力強化に向け戦略的パートナーシップに基づく総合的な産学協創として、「フュー

チャー AI 戦略協定」を結び、「ブレインモルフィック AI 技術」の早期実現を目指して、

脳を模した専用のアナログ回路技術に関する研究を開始している 35）。このような動きは、

より脳に近い学習や推論のための脳型アルゴリズムを開発し、脳型コンピューティングを

社会実装しようとする動きである。これによっても、「予測と発見」が促進されるものと

期待できる。

［日本のオールジャパン的 AI 研究の挑戦］

日本では、2015 年 5 月に、経済産業省が主導して、産業技術総合研究所に AI 研究セ

ンターが設立され、2016 年には文部科学省が主導して理化学研究所に AI などの統合研

究開発拠点 AIP（Advanced Integrated Intelligence Platform Project）センターが設立

される。AIP センターでは、同省が推進する「人工知能 / ビッグデータ /IoT/ サイバーセキュ

リティ統合プロジェクト」の中核となる革新的な研究や実証・実用化のための次世代基礎
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技術を大学等と連携しながら研究開発が遂行されるとともに、さまざまな人工知能・機械

学習・ビッグデータ解析等の技術を組み合わせることで、革新的で高度な「統合プラット

フォーム」を実現することを目指している。また、2016 年 11 月、産業技術総合研究所が、

ディープラーニングの演算能力で世界一を狙って「人工知能処理向け大規模・省電力クラ

ウド基盤（AI Bridging Cloud Infrastructure: ABCI）」の開発を開始しており、ディープ

ラーニングに特化した演算性能で 130 PFLOPS（毎秒 13 京回の浮動小数点演算能力）を

目指している 36）。2016 年は日本の AI 研究基盤元年と言っても過言ではなく、知のコン

ピューティング基盤が加速度的に整備されると考えられる。

（4）	科学技術的課題
コンピューターによる科学的発見のプロセスには、次のような賛否両論の問題点 8）が

ある。科学的発見のプロセスに「科学的直感」や「セレンディピティ」が大事であり、正

しい問いの立て方が重要であるけれども、現在のコンピューターには実現できないのでは

ないか !? という否定的な意見がある。一方では、すべての問いを網羅的に立てれば、そ

の中には正しい問いが入っているので、仮説検証を網羅的に行うことで、コンピューター

にも科学的発見が可能であるという肯定的な意見もある。コンピューターによる科学的発

見が可能であることを実証するには、大規模な仮説生成と超高速・高精度の反証・検証サ

イクルの実現が必要不可欠であり、演繹的かつ知識集約型の学問領域における予測・発見

を加速するには、体系的な知識の集約 1）-8）,16）,17）が科学的発見の礎となる。これを実現す

るには、米国 IBM のコグニティブ（認知）システム（Watson）開発のような、グランド

チャレンジが必要不可欠である。

ディープニューラルネットワーク（DNN）の機械学習には、膨大な学習データ、計算

リソース、計算時間はもちろんのこと、電力も必要になってくる。しかも、時系列データ

を扱うのが苦手であり、機械学習と画像認識などの利用を同時に進めるリアルタイム学習

の手法が確立していない 37）。そのためにも、DNN の限界を超える AI チップ（例えば、

脳型チップ）の開発を加速させる必要があり、脳科学の知見に基づいた革新的 AI チップ

の技術開発が重要となる。今後 , 森羅万象のデジタル化が劇的に進む超ビッグデータ時代

において、知的エッジコンピューティングや知的クラウドコンピューティングにより知識

処理の大衆化が進むと , われわれ一人一人がスマホ代わりに超小型エージェント・ロボッ

トを持つようになるであろう。例えば、「一を聞いて十を知り、そして百を語る」ような

超小型エージェント・ロボットを開発するには、DNN をはるかに凌ぐ「新計算原理」が

必要不可欠であり、「予測と発見の応用科学」としての助言形成、根拠の可視化、高度な

意思決定支援等の技術開発につながるものと期待される。エージェント・ロボットがロー

カルに処理できるものは、組み込み AI を使ったエッジコンピューティングにより瞬時に

高速処理し、難しく複合的な問題はクラウドに上げられて、クラウド AI により超知的情

報処理しなければならない。そのためにも、高効率低エネルギー情報処理デバイスシステ

ムの SW/HW 協調によるコ・デザインが必要不可欠である。
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（5）	政策的課題
科学的発見に「集合知」で挑むには、科学研究データのオープン化が重要であり、オー

プンアクセスを、電子ジャーナルの価格高騰の文脈で考えるだけでなく、オープンアクセ

スに関する課題を学問的にもきちんと考える必要がある。科学研究データのオープン化の

動きにともない自然に出てきたオープンサイエンス（サイエンス 2.0、シチズンサイエン

ス）の動きを、発見科学の観点から考えてみれば、データがオープンになっていることに

よって、市民を巻き込み、想定外の発見につながっていくことが期待される。これは科学

の分野だけではなくて、日本の古典文学の分野においても起こりえることである。例えば、

国文学研究資料館における画像データベースがオープン化されることにより、市民の中で

も国文学に非常に関心を持った人々によるシチズンサイエンス的な国文学研究に発展し、

想定外の面白い発見につながっていくものと期待される。

（6）	キーワード
科学的発見、予測、仮説生成、帰納、演繹、直感、セレンディピティ、人工知能（AI）、

集合知、ディープラーニング、強化学習、機械学習、AI チップ

（7）	国際比較　
国・

地域
フェーズ 現状

トレ

ンド
・ 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 →

・ 2016 年 9 月、NEC と東京大学は、日本の競争力強化に向け戦略的パートナー

シップに基づく総合的な産学協創として、「フューチャー AI 戦略協定」を結び、

「ブレインモルフィック AI 技術」の早期実現を目指して、脳を模した専用の

アナログ回路技術に関する研究を開始している 35）。

・ ImPACT「量子人工脳を量子ネットワークでつなぐ高度知識社会基盤の実現」

の一部で量子最適化装置の開発が進められている。

・ 脳型コンピューティングに関する基礎研究は産官学で行われているが、米国

には質・量とも劣る。

応用研究・

開発
〇 →

・ 2016 年 11 月、深層学習の演算能力で世界一を狙って「人工知能処理向け大

規模・省電力クラウド基盤（AI Bridging Cloud Infrastructure: ABCI）」の

開発に乗り出した 18）。

・ 2016 年、富士通は、従来技術を深化させたトランジスタを用いて、組み合わ

せ最適化問題を 1 万倍速く解く技術を開発した 28）。東芝は、脳型 AI チップ

をフラッシュ派生技術で省電力化させることに成功した 29）。

・ スーパーコンピューターベンチャー企業の PEZY Computing が低消費電力

スーパーコンピューター開発に取り組んでいる。また、AI ベンチャー企業の

Preferred Infrastructure が、深層学習の研究開発を行っている。

米国 基礎研究 ◎ →

・  “Big Data Research and Development Initiative”がオバマ大統領により宣

言された 2012 年を契機に、発見情報学（Discovery Informatics）に関するムー

ブメントが米国を起点として起きている。

・ 脳型コンピューティング研究者の層が厚く、さまざまな基礎研究へ支援策が

講じられている。DOE が先導してニューロモルフィックコンピューティング

に関するワークショップが開催され、ニューロモルフィックデバイス開発は

伝統的なフォンノイマンアーキテクチャーからのパラダイムシフトであるこ

とが示された。
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米国
応用研究・

開発
◎ →

・ IBM が、ニューロシナプティックコンピューターチップ SyNAPSE を開発し

ている。

・ IBM は、Watson の質疑応答システムの中核アーキテクチャーを多言語化す

ることで、コグニティブ・サービスの世界展開が進められている。

・ 2016 年 3 月末には、米国ローレンスリバモア国立研究所は、IBM リサーチ

と協力して、IBM のニューロシナプティックコンピューターチップ

SyNAPSE を使って、脳からヒントを得たディープラーニングのための極低

エネルギー効率スーパーコンピューティングプラットフォームの開発を開始

した 28）。

・ Google が、機械学習ライブラリ「TensorFlow」向けにカスタマイズしたディー

プラーニング専用プロセッサー「Tensor Processing Unit」（TPU）を独自開発

した。DeepMind はニューラルネットと海馬を模した外部メモリーを組み合わ

せることにより、外部記憶を活用できる、より高度な AI を目指している 34）。

HTM（Hierarchical Temporal Memory: 階層的時間記憶）理論の提唱者 Jeff 
Hawkins が創設した Numenta 社は、脳の動作をヒントに、深層学習とは異

なる独自アルゴリズムで成果を上げはじめた 34）。

欧州

基礎研究 ○ →

・ Horizon2020 で欧州でもビッグデータ等と共に予算措置がなされ、高い性能

を有するシステムも各所に設置、アプリケーションやシステムソフトウエア

中心に競争力の高い研究がなされている。

・ 2016〜 2018 年に Human Brain Project 20）で 50 PFLOPS の脳の動きを再

現するスーパーコンピューターを設置する計画が進んでおり、Horizon2020
プロジェクト（2014 年〜 2020 年）の中で、エクサスケール技術の研究開発

が進んでいる。

・ 英国、オランダ、ドイツ、デンマークなどで量子コンピューティングに関す

る基礎研究に対する多額の支援が行われている。

応用研究・

開発
△ →

・ 一部の特殊なスーパーコンピューターを除き、独自のスーパーコンピューター

のシステム研究は弱いが、ARM プロセッサーや Extoll などを含む一部の技

術を中心に、新たな開発の試みが試みられている。

・ AI の社会的影響に関する EU 主導の研究活動として、2012 年 3 月から 2 年

間にわたって、「RoboLaw- 欧州における新興技術規制 : ロボット技術に対す

る法と倫理」プロジェクトが実施された。

中国

基礎研究 〇 →

・ 2015 年、中国・清華大学は、脳型コンピューター研究センターを設立し、コ

ンピューター科学、電子工学、材料科学、オートメーション工学、バイオメディ

カルなど各学部の専門家が参加する総力体制で、TrueNorth に似た「Tianji（天

機）」チップを開発している。

応用研究・

開発
○ →

・ 2014 年 5 月に、米グーグル基礎研究所 Google X でディープラーニング技術

を開発してきたスタンフォード大学准教授 Andrew Ng が、中国のグーグル

とも呼ばれる百度（Baidu）にヘッドハンティングされ、Baidu がシリコン

バレーに新設した AI 研究所の初代所長に就任した。

・ 2016 年 1 月、Baidu の AI 研究所が、NVIDIA GPU にも対応した、オープ

ンソースの機械学習ソフトウエア「Warp-CTC」をリリースした。

韓国

基礎研究 × →

・ 韓国科学技術院（KAIST）が、アナログ回路を使うアプローチを採用して、

深層学習向け AI チップを開発している。

・ 脳研究促進振興計画のもと、2009 年度に 610 億ウォン（約 45 億円）の研究

予算を投入され、2011 年には韓国脳研究院が設立された。

応用研究・

開発
× →

・ 2015 年、ニューロモーフィック・チップを、IBM の依頼で韓国サムスン電

子が 28nm CMOS プロセスで製作した。

・ 2016 年 11 月、韓国サムスン電子は、英国 AI チップ開発スタートアップ企業

Graphcore に 34 億ドルを出資した。

・ 脳型および量子コンピューティングに関する研究開発が見受けられない。

（注１）　フェーズ

　　　　基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル 
　　　　応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル 

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　

→

：下降傾向



86

CRDS-FY2016-FR-04� 国立研究開発法人科学技術振興機構�研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書
システム・情報科学技術分野（2017 年）

（8）	参考文献
1） K. R. ポパー （著）, 大内義一 （訳）, 森博 （訳）, 科学的発見の論理 上 （恒星社厚生閣 , 

1971）. 
2） N. R. ハンソン （著）, 村上 陽一郎 （訳）, 科学的発見のパターン （講談社 , 1986）. 
3） 米盛裕二 , アブダクション―仮説と発見の論理 （勁草書房 , 2007）.
4） 森下真一 , 宮野悟 （共編）, 発見科学とデータマイニング （共立出版 , 2001）.
5） S. Arikawa and A. Shinohara （eds.）, Progress in Discovery Science: Final Report 

of the Japanese Discovery Science Project （Lecture Notes in Computer Science / 
Lecture Notes in Artificial Intelligence） （Springer, 2002）.

6） 井上克巳 , アブダクションとインダクション , 人工知能学会誌 25 （2010） 389. 
7） 井上克巳 , 人工知能による科学的発見 , 電子情報通信学会誌 98 （2015） 35.
8） 北野宏明 , 人工知能がノーベル賞を獲る日 , そして人類の未来 ─究極のグランドチャ

レンジがもたらすもの─ , 人工知能 31 （2016） 275.
9） R. Raina, A. Madhavan, and A. Y. Ng, “Large-scale Deep Unsupervised Learning 

using Graphics Processors” in Proceedings of the 26th Annual International 
Conference on Machine Learning, ICML’09 （New York, 2009） 873. 

10） ケビン・ケリー , “コグニファイ : なぜぼくらに AI が必要なのか”, WIRED VOL.20, 
GQ JAPAN 2016 年 1 月号増刊（AI 特集）号 （コンデナスト・ジャパン , 2015） 16. 

11） R. K. Lindsay et al., Applications of Artificial Intelligence for Organic Chemistry: 
The Dendral Project, （McGraw-Hill, 1980）.

12） D. B. Lenat, “The Ubiquity of Discovery （Computers and Thought Lecture）”, in 
Proceedings of the 5th international joint conference on Artificial intelligence, 
IJCAI’77, Vol.2 （Cambridge, USA, August 22-25, 1977） 1093.

13） P. Langley et al., Scientific Discovery: Computational Explorations of the Creative 
Process （The MIT Press, 1987）.

14） R. D. King et al., “Make Way for Robot Scientists”, Science 325 （5943） 945.
15） M. Schmidt and H. Lipson, “Distilling Free-Form Natural Laws from 

Experimental Data”, Science 324 （2009） 81.
16） Y. Gil and H. Hirsh （eds.）, 2012 NSF Workshop Report （Arlington, VA, February 

2-3 2012）. Available from http://www.discoveryinformaticsinitiative.org/diw2012.
17） Y. Gil and H. Hirsh, “Discovery Informatics: AI Opportunities in Scientific 

Discovery”, AAAI Fall Symposium on Discovery Informatics: The Role of AI 
Research in Innovating Scientific Processes （Arlington, Virginia, 2012）. 

18） B. Shneiderman, “Science 2.0”, Science 319 （2008） 1349.
19） R. Bonney et al., “Citizen Science: A Developing Tool for Expanding Science 

Knowledge and Scientific Literacy”, Bioscience 59 （2009） 977. ; H. Rosner, “Data 
on Wings” Scientific American 308 （2013） 68. 

20） M. Nielsen, Reinventing Discovery: The New Era of Networked Science, （Princeton 
Univ. Pr., 2011）. 

21） K. Land, et al., “Galaxy Zoo: The large-scale spin statistics of spiral galaxies in 



87

CRDS-FY2016-FR-04� 国立研究開発法人科学技術振興機構�研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書
システム・情報科学技術分野（2017 年）

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

知
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

the Sloan Digital Sky Survey”, Monthly Notices of the Royal Astronomical 
Society 388 （2008） 1688.

22） F. Khatib, F. Dimaio, Foldit Contenders Group, Foldit Void Crushers Group, S. 
Cooper, et al., “Crystal structure of a monomeric retroviral protease solved by 
protein folding game players”. Nature Structural & Molecular Biology 18 （2011） 
1175. 

23） 米国 Kaggle 社ホームページ https://www.kaggle.com/  （閲覧日 2017-2-8）
24） 日本初のデータ解析クラウドソーシング（データ分析・予測モデル作成コンペ）マッ

チングサイト

https://crowdsolving.jp/   （閲覧日 2017-2-8）
25） D. Ferrucci et al., “Watson: Beyond Jeopardy!” Artificial Intelligence 199–200 

（2013） 93. 
26） S. Spangler et al., “Automated hypothesis generation based on mining scientific 

literature”, in Proceedings of the ACM SIGKDD International Conference on 
Knowledge Discovery and Data Mining （New York, 2014） 1877. 

27） Hot News “IBM が脳型チップ普及に本腰 ハードとソフトの開発環境公開”, 日経エ

レクトロニクス 2015 年 10 号 pp.18-19.
28） Lawrence Livermore National Laboratory （LLNL） news （March 29, 2016）, 

“Lawrence Livermore and IBM collaborate to build new brain-inspired 
supercomputer”
https://www.llnl.gov/news/lawrence-livermore-and-ibm-collaborate-build-new-
brain-inspired-supercomputer （閲覧日 2017-2-8）

29） Wired 日本語版ニュース （2016.1.1）, “グーグルらが人工知能で「囲碁の謎」に挑む

理由”,
http://wired.jp/2016/01/01/mystery-of-go/   （閲覧日 2017-2-8）

30） Wired 日本語版ニュース （2016.3.16）, “AlphaGo とイ・セドルが、囲碁にもたらし

たもの、AI にもたらしたもの”,
http://wired.jp/2016/03/16/final-round/    （閲覧日 2017-2-8）

31） D. Silver et al., “Mastering the game of Go with deep neural networks and tree 
search”, Nature 529 （2016） 484. 

32） 伊藤毅志 , 村松 正和 , “ディープラーニングを用いたコンピュータ囲碁 〜 AlphaGo
の技術と展望〜”, 情報処理 57 （2016） 335.

33） Wired.com （October 28, 2016）, “How AI Is Shaking Up the Chip Market”, 
https://www.wired.com/2016/10/ai-changing-market-computer-chips/ （閲覧日 2017-
2-8）

34） 日経 BP 社 , “Breakthrough AI チップ創世記〔第 1 部 : 始まった進化〕エッジは超知

覚 クラウドは英知のエンジンへ”, 日経エレクトロニクス 2017 年 1 月号 （2007） 32. 
35） 日本電気プレスリリース （2016 年 9 月 2 日）, “NEC と東京大学、日本の競争力強化

に向け戦略的パートナーシップに基づく総合的な産学協創を開始” 
http://jpn.nec.com/press/201609/20160902_01.html （閲覧日 2017-2-8）



88

CRDS-FY2016-FR-04� 国立研究開発法人科学技術振興機構�研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書
システム・情報科学技術分野（2017 年）

36） National Institute of Advanced Industrial Science and Technology （AIST）, “AI 
Bridging Cloud Infrastructure （ABCI）”, 
http://www.itri.aist.go.jp/events/sc2016/pdf/P06-ABCI.pdf （閲覧日 2017-2-8）

37） 野澤哲生 , “脳型チップで”DNN 超え”へ　次世代 AI 技術が続々登場”, 日経エレ

クトロニクス 2016 年 2 月号 （2016） 65.



89

CRDS-FY2016-FR-04� 国立研究開発法人科学技術振興機構�研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書
システム・情報科学技術分野（2017 年）

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

知
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

3.1.3	 知のアクチュエーション
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

人類の将来を見据えて、知の発見、創造、集積、伝搬、探索、影響などを通じて社会的

な価値を最大化するための合意形成や紛争解決ができる系や場の理解とデザイン・構成す

るための技術

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
ソーシャルネットワークやスマートフォンの爆発的な普及によって、日常的な人間同士

のインタラクションの質に変化が現れている。われわれが日常的に使っている古典的な社

会システムは、ソーシャルネットワークやスマートフォンのない時代のインタラクション

に基づいた仕組みである。集合的知性としての昆虫や魚の群れは、そのインタラクション

の方法を含んだ全体的なシステムとして優位に進化した結果と言われている。人間社会に

も新しいインタラクションを導入することで集合的知性を促進する新しい社会システムを

構築できる可能性が広がっている。

人間の集合的知性を情報技術によって促進するための方法論や概念を提供するのがマル

チエージェントシステム研究である。マルチエージェントシステム研究は、主に社会の知

性の本質を探りながら、新しい社会システムの可能性を探っている。分散人工知能を中心

として、シミュレーション、ロボティクス、ゲーム理論といった学際的な研究が展開され

ている。

［交渉と合意形成］

マルチエージェントシステム研究 1）における重要な課題として、複数のエージェント（知

的な主体）が、いかに交渉し、より良い合意を形成するか、という交渉とその機構に関す

る課題がある。社会において個人合理性を持つエージェントが協調作業をするためには、

個々の利益や効用を最大化しながら、社会やグループの利益も最大化できるように合意を

得る必要がある。交渉というインタラクションは、多数のエージェントから構成される社

会などの分散環境かつ利益が競合する状況で本質的に不可欠な要素であり、マルチエー

ジェントシステム研究では必ず考慮する必要がある。したがって、これまで、エージェン

ト間の交渉プロトコル / 交渉メカニズムの設計、個々のエージェントの交渉戦略の設計、

交渉問題そのものの設計、交渉結果の評価手法、学習機構など、多くの研究が展開されて

きた。

交渉についての研究では、代表的なものとして、米国カーネギーメロン大（CMU）の

Professor Katia Sycara の労働紛争をシミュレートする PERSUADER に関する一連の研

究 2）がある。PERSUADER は、紛争に関する蓄積された事例に基づく事例ベース推論 3）

と多属性効用理論 4）により、合意形成や説得のプロセスを自動的にシミュレートするシ

ステムとして提案されている。非協力的なマルチエージェントシステムの一つとして多く

の影響を与えた研究である。現在の Argumentation（討論）による交渉や Utility（効用）

に基づく（ゲーム理論に基づく）交渉の起源になった研究であり、マルチエージェントの

合意形成に関する研究に多大な影響を与えている。
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マルチエージェント研究では、エージェントが出会い、交渉し、合意形成し、そしてグ

ループで協調するという、大きな協調に達するまでのプロセスを想定し、プロセスの個々

の要素について研究が細分化されていった。エージェントの出会いや交渉については、効

用理論やゲーム理論によって分析され 5）、さらに自動交渉 52）-54）という研究に発展した。

［チームワーク］

合意形成を行った後に、いかにして資源を分配するか、そしてグループとして活動する

かというモデルについても、提携ゲームの理論やチームワークに関する研究によって行わ

れた。特に、チームワークに関する研究は南カリフォルニア大学の Milind Tambe 教授に

よって確立されている。Tambe 教授は、共同意図（Joint Intention）モデルに基づいて

各エージェントが共同のゴールを持つ。そして、共同のゴールとは別に、個々にはローカ

ルなゴールを持ち得るような階層型のゴールプランのモデル STEAM6）を示した。Tambe
教授はプロダクションシステム SOAR を用い、ソフトウエア実装を示すことでその効果

を示している。すなわち、エージェントは、互いに交渉することで合意に達し、合意を得

た後はチームとして協調的に行動する一連のプロセスの個々の方式はそれぞれについて研

究され、それぞれについて成果が上がっている。

［オークション、マッチング］

マルチエージェントシステムの研究 35）では、その後、ゲーム理論や数理経済学の理論

が多く導入され、オークション理論やメカニズムデザイン理論に多くの影響を与えた。特

に、オークション理論やメカニズムデザイン理論などの古典的な経済理論（新古典派経済

理論）における計算量や情報の取り扱いなど情報科学的な観点を取り入れることで、これ

までにはない計算論的メカニズムデザイン 7）,33）、アルゴリズミックゲーム理論 8）、計算論

的社会選択理論 34）という新しい分野を開拓している。これらの理論は、腎臓の移植ネッ

トワークの交換プロトコルや Google の電子広告オークションの理論 9）などを説明する具

体的な理論となっている。最近の展開としては、人間の社会の状況を実際にゲーム理論の

1 場面（スタッケルブルグゲームと呼ばれる）として定式化し、その理論的均衡点を元に、

空港や野生生物保護のための警備員の監視スケジューリングの最適化が行われている 10）。

マルチエージェントシステムの研究は、社会そのものを対象にしているため、インターネッ

トの普及とスマホによって多くの人が計算機パワーを自然に所有することで、これまでは

シミュレーションだけにとどまっていたような内容が、実世界において実際に効果的に働

くようになっている。

［グループウエア、Computer Supported Cooperative Work （CSCW）］

グループウエアおよび CSCW の研究分野では、いかに計算機とそのネットワークが人々

の協調作業を支援できるかという点について極めて多くの研究が行われてきた。ほぼ最近

までの傾向は、人々の協調作業は Face-to-Face に勝る方法はなく、顔を見合わせ、膝を

突き合わせて行うのが最適であり、どうにかして、計算機を用いて最適もしくは準最適な

レベルの支援を提供しようとしてきた。一方、近年、ほとんどの人々がスマホを持ち、常

時ネットワークに接続しているような状況では、Face-to-Face とは異なるネットワーク
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越しのコミュニケーションの仕方が確実に進化している。つまり、Face-to-Face が良いか、

ネットワーク越しのコミュニケーションが良いか、という比較ではなく、むしろ相補的な

コミュニケーション手段として確立している。

グループウエア・CSCW の研究の一つとしてグループ意思決定支援システムがあった。

グループでの意思決定をさまざまな情報ツールを提供することで支援するシステムであ

る。グループでの意思決定では、意思決定における代替案の作成や代替案の選択が重要で

あるとされ、代替案の作成のフェーズではブレインストーミングのような発想支援の手法

が用いられた。例えば KJ法などの発想技法や創造技法も広く研究され、計算機ネットワー

クを用いた手法も多く提案された。他にも、複雑な問題を議論・討議することを支援する

ツールとして、古典的には gIBIS という意思決定支援ツール 11）も開発されている。これは、

ワークショップの対話のファシリテーションの技法の一つとして課題をベースに捉え木構

造にまとめる IBIS（Issue based information systems） method という方法をグラフィカ

ルに表現するシステムである。この考え方は、wicked な（複雑な）問題を、議論を通し

て整理する場合に Issue（課題・論点）をベースに構造化することで、問題の本質を構造

化し共有するための枠組みである。

代替案の選択はすなわちグループでの合意を形成することである。一般には投票方式な

どが広く採用された。しかし、投票方式を使えば民主的に決められるというのは一般的な

誤解であり、Arrow の一般不可能性定理 12）などに代表されるように理論的には民主的と

される条件を満たすことのできる投票方式は存在しないことが証明されている。認定投票

方式など、意見の分布を概観するのには利用できるが、投票だけによって決めてしまう方

式は、決め方としては理論的には避ける必要がある。

グループウエア・CSCW の分野と産業組織論などの分野で注目すべき古典的研究成果

として Tomas Malone 教授の「Future of Work」13）がある。計算機ネットワークを前提

とした時、将来の組織や人間の働き方はよりフラットで自律分散的になることを 2000 年

前後に予見している。このビジョンはさまざまな方面に影響を与えており、実際現在の社

会のあり方はビジョンに向けて進んでいる。Face-to-Face ではない協調作業のあり方を

検討する必要がある。その意味では古典的ではあるが MIT の Pattie Maes 博士のソフト

ウエア・エージェントによる間接操作性 14）がある。ヒューマンインターフェースがデス

クトップを代表とするように直接操作性を追求したものが標準であるが、ソフトウエア・

エージェントのある程度の自律性により、グループでの意思決定（例えば会議スケジュー

リングなど）を含めた活動や作業をある程度自動化することが今後本格的に実現される。

エージェントによって、グループ意思決定支援における合意形成支援をしようという研

究 15）も行われている。例えば、ある意思決定問題に対するそれぞれの参加者の好みや重

み付けを階層意思決定法という構造によって表現し、この構造を用いてエージェントが自

律的に合意案を発見支援するという方式が提案されている。ポイントは、人間の好みを構

造化することでエージェントによる自律的な交渉や合意支援が可能になる。

最近では、ワークショップやハッカソンのようなグループワークによる議論の方法の効

果が広く認識されている。ワークショップでは、Diversityに富んだ人間のグループを集め、

アイデアの発想、集約、および合意形成というようなプロセスにより、発想に富む新しい

アイデアを創造していくことをねらいとしている。特に、ファシリテーションとその技法
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の重要性が高まっている。インターネットを使った大規模なグループワークや議論のファ

シリテーションの方法やその支援技術は現在研究が行われている。さらに、上記のエージェ

ントによるファシリテーションの支援が重要である。

［ソーシャルコンピューティング］

一方、ソーシャルコンピューティングに関しては、The Wisdom of Crowds16）など群衆

（Crowd）を対象としたアイデアや意見の収集や集約手法が研究されビジネスにも応用さ

れている。例えば、InnoCentive は、これまでは解くことのできなかった課題に対して解

決方法のアイデアを収集するプラットフォームであり、すでに広く利用されており 25 万

人以上の登録者がいる。インターネット上で、課題を投稿し、その解決方法を収集する。

InnoCentive はクラウドソーシング（Crowdsourcing）の実現例の一つであり、大衆から

の課題解決のアイデアをインターネットで広く集めることに成功している。クラウドソー

シングはすでに実用段階にあり、特にアメリカでは非常に多くの応用領域や方法について

ベンチャー企業を中心にさまざまな試みがなされている。

MIT の Pentland 教授らは、ソーシャル物理学（Social Physics）と呼ばれる研究を立

ち上げている 17）。そこでは社会ネットワークをベースにして、人間のグループの振る舞

いの分析、構築、誘導などを行っている。特に、DARPA のネットワークチャレンジでは、

米国全土のどこかに配置された気象用の赤いバルーン 10 個の位置を、インターネットな

どを最大限に活用して正確に報告するという競技が行われた。Pentland 教授のチームで

は、社会ネットワークにおけるつながりに基づいた報酬の与え方（インセンティブメカニ

ズム）を工夫することにより約 8 時間で全てのバルーンを発見し、優勝を収めている 18）。

彼らのインセンティブメカニズムは、バルーンを見つけた人だけでなく、その社会ネット

ワーク上のつながりにいる人にも報酬を与えるというものであった。

以上のように社会ネットワークの振る舞いは、古典的な経済的合理人としての人間の捉

え方よりも、より現実に即していることが少しずつ分かってきている。つまり、近年の意

思決定や経済学では人間はそれぞれ独立に価値を持ち自己利益最大化するような決定を行

うというモデルが支配的であったが、社会ネットワークを前提にした場合、人間の意思決

定は必ずしもそのような振る舞いをしないことが分かってきている。社会ネットワーク上

で、人間のグループや集団の意思決定を適切に支援するためには、社会ネットワーク上の

関係を観点に入れた人間の振る舞いの行動モデルや方法論が必要になる。

ソーシャルコンピューティングの概念によってワークショップや発想支援を行うモデル

の一つとして MIT の Collaboratorium19）,20）がある。ここでは、気候変動に関する課題と

その解決方法をオンラインでクラウドソースの形で集め、集約している。さらに興味深い

のは毎年、リアルな会議を開催し Collaboratorium での気候変動に関する話題について

Face-to-Face で議論を行っている。オンラインとオフラインのワークショップを継続的

に行っている一例である。Deliberatorium21）は Collaboratorium のオンラインの議論に

ついてさらに構造化した討論方式でパブリックな意見を集約するのに使われている。

政治学では、熟議に基づく民主主義を実現する方法として Deliberative Poll という手

法の有効性が認識され始めている 22）。一般的に、世論調査（Poll）では、サンプリングし

た対象者に対するアンケートを集約しそれを元に世論を分析する。それに対して
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Deliberative Poll では、サンプリングした対象者を集め課題に関する議論をし、持ち帰ら

せる。そしてしばらくしてからさらにアンケートを収集する。このように単にアンケート

を採るだけでなく、間に議論や討論を挟むことによって、参加者自身やそのグループが課

題そのものを学習することを促すことで、アンケートによる政治的意見の分布に明確な差

が現れるようになる。単に投票をするだけでなく、対象者に課題について深く考え、議論

をすることで組織としての学習が進むという効果が期待される。次世代の民主主義の一形

態である熟議型民主主義として注目されている。Deliberative Poll では必ずしもネット

ワークを用いた合意形成までを想定している訳ではない。

また、MIT の Thomas Malone 教授のグループは、人間のグループとしての知的活動

についての集合的知性（Collective Intelligence）のファクターが存在することを実験的

に示している 23）。人間がグループとして問題解決をするときには、個々の参加者が持つ

能力以上の知性（集合的知性）が発揮されていることが示されている。また、社会性を持

つ動物の群れ（例えば小型の魚の群れやヒヒの群れ）における合意形成の仕組みも生物学

的に解明されつつある 50）。センサー技術の発達により、個々の動物のトラッキングがよ

り正確に、より広範囲かつ継続的に行うことができるようになったためである。人間の社

会ネットワーク分析にも応用されている。

以上のように、インターネット上で動作するプログラムとしてのエージェントの合意形

成機構と、人間の社会ネットワークを介した合意形成の仕組みを融合することで、人間の

合意形成を支援できるような仕組みが構築できる。これは、インターネットを常時利用し

ている人類の社会ネットワーク上の新しい合意形成の仕組みとなることが期待できる。

（3）	注目動向
（a）  オンライン大規模意見集約

　MIT Center for Collective Intelligence （CCI） のプロジェクト Deliberatorium21）が

ある。ここでは、インターネットを使った大規模な議論や協議を支援し、大規模な意見

共有を可能にするツールが構築されつつある。このプロジェクトでは、大規模な意見の

共有を目指して、議論の論理的構造（議論マップ）を構築するシステムを開発している。

議論を議論マップという構造を用いているため、強い構造化による議論支援と言える。

議論マップでは、Argumentation tools と呼ばれる議論構造化理論に基づき、参加者の

意見を主張、賛成反対、および問題提起などに分類することで、議論の構造を明確化す

る。意見集約は完全に構造化した議論マップ上で行い、分類により投稿内容を組み立て

ていく必要がある。そのため参加者に負荷を強いるという問題がある。

　さらに MIT CCI は、地球温暖化問題に焦点を当てて、解決プランを協議するシステ

ムとして The ClimateCoLab というシステムを構築している 19）,20）。本システムでも、

議論マップを利用して意見の整理を行っている。さらに発散に向けた主な機能として、

地球温暖化に関する取り組み案を形式的に入力することで、その案が反映された世界を

予想した簡単なシミュレーション結果を提供する機能である。例えば、各国の二酸化炭

素排出量の変化を入力すると、温暖化の進行経過を確認できる。議論構造化を用いるこ
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とで、参加者に高い負荷を強いる点は Deliberatorium と同様である。ClimateCoLab
では、リアルな空間での対面型の議論をカンファレンス形式で行い、その後サイバー空

間でのオンラインで議論を続けるなど、リアル空間での議論とサイバー空間での議論を

交互にミックスしながら議論を継続的に行っている。

　以上は、合意形成を支援するというよりは、インターネット上での集合知を利用して、

多くのアイデアを集め、それらのアイデアを洗練化することを目的としている。 一方、

伊藤らは、多数の意見を集約し合意形成を支援するシステムや方法論の研究開発を行っ

ている。ここでは大規模な議論を適切に整理し、エンカレッジし、さらにはより良い方

向に導くようなファシリテータに着目している。Wikipedia や Linux のようなプロジェ

クトでも、参加者は自由に記事を書いたりソースコードを編集できたりするが、少数で

はあるが特定数の管理層が注意深く大多数の活動を管理している。この少数の管理層の

役割が実はプロジェクトの成功の要因の一つと言われている。大規模な合意形成や意見

集約に関しても少数の管理層、すなわちファシリテータが必要である。実際に名古屋市

次期総合計画の市民からの意見集約にオンラインの議論支援システムを開発し、ファリ

シテーション支援機能などを実装するなど、幾つかの実験を行いその有用性を確認して

いる 24）-30）。

　実験して明らかになってきたことは、大規模な議論では、参加者にとって、現在の議

論の状況の把握、議論の内容に関する理由付け、さらに議論の内容に関する不整合など、

議論の構造を適切に管理し、見える化することが重要である。そしてその構造を用いて、

ファシリテータは適切に議論を整理でき、参加者も議論の内容を把握できる。さらには

さまざまな人工知能技術を応用することで知的な議論支援が可能になる。今後はさらに、

議論構造の可視化機構、エージェントの自動交渉機構、インセンティブ機構を発展させ、

大規模議論を支援するためのツールとして開発・導入していく予定である。

（b） 討論型世論調査（Deliberative Poll）
　1990 年代頃から討論型民主主義もしくは熟議と呼ばれる枠組みの一つとして行われ

ている。討論型世論調査はスタンフォード大学の James S. Fishkin 教授らによって提

案されている 22）。ランダムにサンプリングされた市民が意見を述べる（既存の世論調査）

だけでなく、さらに一定の場所で討論をすることで、公共政策に関する課題の本質を市

民が理解することと、社会的な合意を促進するための方法である。さまざまな公共政策

の課題について国レベルや都市レベルですでに実行されている。オンラインを用いた討

論型世論調査も行われているが、あくまでもサンプリングされた市民がオンラインで討

論をする仕組みである。特徴的なのは、実施前と実施後おいて多くの場合に、必ず市民

の意見の変化が現れ、社会的な合意が進んでいる点である。

　討論型世論調査では、市民ら自身が対象とする公共政策の課題について討議を通じて

学ぶ機会を与えられる。下のリストにあげるような非態度、合理的無知仮説などは望ま

しい状態ではないため、討論型世論調査によって公共政策に対して意見を深めるという

意味で、有意義であると言える。

　文献によると討論型世論調査は市民参加における以下の四つの問題をクリアできる手

法とされている。
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①　非態度

政策について明確な意見を持っていないにもかかわらず、持っているかのように

回答する。回答に一貫性がなく、時間をおいて同じ質問を繰り返しすると、ラン

ダムに変動する

②　合理的無知

市民ら一人一人が選挙を左右できる確率は非常に低いので公共政策について無知

であることが合理的であると考えること

③　集団分極化

議論を行えば行うほど意見分布が極端な方向にシフトする傾向のことを言う。こ

れによって、もともと持っていた見解が強固になり集団間の溝が深まる傾向があ

る

④　参加バイアス

参加動機の高い者しか集まらないという傾向

（c） 紛争メディエーション（Dispute Mediation）
　対立的な状況での合意形成を支援する方法として、メディエーション（調停）がある。

一般に紛争のメディエーションと呼ばれることが多い。メディエーションについては、

国際法上の調停や、日本では、裁判外紛争解決手続き（ADR: Alternative Dispute 
Resolution）と呼ばれるものもある。一般的に、メディエーションは、当事者以外の中

立な第三者によって解決案が提示され、その提示案に当事者らが合意することで、紛争

の解決とすることを目指しており、国際政治から国内の民事調停法にまで極めて広い範

囲が扱っている。Harvard Law School では The Public Disputes Program においてさ

まざまな現実の紛争に実際に関わり、調停やもしくは交渉の支援を行い、その事例を蓄

積している。

（d） 自動交渉エージェント

　自動交渉エージェント、交渉理論、効用理論、数理経済学、ゲーム理論、メカニズム

デザイン理論、論理的議論などをベースに、自動ファシリテーション機構、エージェン

ト自動合意形成アルゴリズム、についての研究がある。以下に最近の動向を上げる。

　自動交渉機構に関する研究は、非協力的ゲームの囚人のジレンマの状況を、交渉エー

ジェント間の何らかの通信やインタラクションにより、より社会的に価値のある合意点

を見つけるアルゴリズムを議論する 31）,32）。オークションでの最適化される経済的効率

性は、その場での評価値の最大化でありパレート最適な合意点である。一方で、自動交

渉機構の研究で議論されるのは、パレート最適な合意可能点が複数ある場合にどの点を

選択するべきか、もしくは、エージェントの効用空間が不確実な場合に、より多くの探

索により、より良い合意点を発見できるかという点である。オークションというフォー

マットをベースにしていない分、自動交渉エージェントの研究の方が、より一般的な交

渉問題を取り扱っている。そのため、研究が個々のドメインで完結しがちであるため、

ドメイン間での連携を図る目的で、自動交渉エージェントに関する国際プログラム競技

会 ANAC（Automated Negotiating Agent Competition）が毎年開催されており、交
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渉戦略や交渉問題そのものに関する質の高度化を進めている 52）-54）。近年では、人間と

交渉する自動交渉エージェントに関する研究もいくつか開始されており、論点とその値

域が定義された妥協に基づく交渉であれば、ほぼ自動で行うことができる。

・ 離散的な交渉空間における効率的な交渉解探索アルゴリズム :
交渉空間が離散的であると古典的な交渉解であるナッシュ解が定義できない場合が多

い 37）。したがって、ゲーム理論や経済学では既存にはほとんど研究がない。藤田、

伊藤、クラインらは、Simulated Annealing や遺伝的アルゴリズムに基づく交渉解の

探索手法を提案している 38）。

・ 効用モデル :
効用モデルは、人間の好みをソフトウエアであるエージェントに伝えるために必要で

あり、現状では以下のような研究が行われている。

 ➢ 論点の依存性を表現する効用のモデル : 意思決定を行う時、複数の論点を考える

のが一般的である。例えば、自動車を購入する時に、排気量、色、タイプなどを

考慮する。多属性効用関数は、このような複数の論点に基づく効用を定義できる。

一般に多属性効用関数といった場合には、この属性の独立性を求めるが、交渉な

どの状況ではさらに各属性の値が他の属性の値に依存する場合が多い。そのよう

な属性間の依存性を表現できる論点の相互依存を許す多属性効用モデルが提案さ

れている 31）。

 ➢ 人間の間の依存性を表現する効用のモデル : 個々の人間の効用関数は他の人間の

価値に依存する場合もある。人間の間の価値観の依存性を表現した効用関数も定

義されている 39）。

 ➢ グラフによる効用のモデル : 人間の効用をグラフによって表現する研究も幾つか

行われている。多属性効用関数を表現することができる 36）。

・ 交渉戦略のモデル :
交渉における戦略は、主にいかにして妥協するかということに主眼が置かれる。どの

ようなタイミングで相手に譲歩した案を提案するかによって、合意の成立や交渉の失

敗に影響がある場合が多い。森、伊藤らは、進化的ゲームの均衡点をベースに、妥協

の度合いを測るモデルを提案している。これにより、ANAC2015 において総合優勝

している 40）。

その他、説得や妥協の数理モデル、合意創造の信念共有モデルなどについても今後の研

究が期待される。

自動交渉機構については、最難関な国際会議 AAMAS（International Conference on 
Autonomous Agents and Multiagent Systems）と毎年同時開催されている国際自動交渉

エージェント競技会 ANAC（Automated Negotiating Agent Competition）と国際ワー

クショップACAN（International Workshop on Agent-based Complex Automated 
Negotiations）が具体的なアルゴリズムのテストベットとなっている。ANACとACANは、

毎年、米国、欧州（英国やスペイン）、アジア（香港やシンガポール）、および豪州から参加

者を集めており、そのプロシーディングスはほぼ全てが Springer から出版されており 41）-49）、

エージェント自動交渉の研究分野を世界的にリードするワークショップと競技会である。
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論理に基づく交渉の枠組みが多数提案されている 55）-57）。交渉のメカニズムを論理的な

ステートメントの交換と捉え、交渉や討論を、論理的なプロセスとして捉えて展開させる

方法論である。日本でも法的推論における論争を自動化もしくは形式化する試みが広く行

われている 58）,59）。論理的な議論のフレームワークは、研究グループごとに独自のフレー

ムワークが提案されている。近年では、論理的な議論のフレームワークに、参加者の選好

をどのように加えるかなどの提案がある。さらに、アーギュメンテーションマイニングと

いう、実世界の議論のデータから、議論・討論の論理的構造を抽出する方法論についての

議論がヨーロッパを中心に注目を集めている。

（e） インセンティブメカニズム

　コレクティブインテリジェンスの視点から、大規模な議論をいかにして誘導すべきか、

ボランタリーな活動のためのインセンティブを与えるべきか、という点についても追究

されている。古典的な例では、誘引両立なメカニズムでは、真実申告に対するインセン

ティブが働いていると言える。例えば第 2 価格オークションでは、真の評価値をその

まま正直に入札することが最適である。つまり、真の申告以外の申告をすると損をする

ような仕組みとして設計されている。インセンティブメカニズムとは、メカニズムの設

計者またはメカニズムを使わせる側の者がメカニズムを使うユーザーや参加者に対し

て、何らかの方向へ誘導するための仕組みである。以下に最近の動向を示す。

・ DARPA Red Balloon Challenge:DARPA が開催した競技会で、アメリカ全土に 10 個

の気象用バルーンを配置し、インターネットを用い、全てのバルーンの正確な位置を

発見するスピードが競われた。優勝チームは、ソーシャルネットワークにおける、バ

ルーンの発見活動への招待の連鎖をうまく利用してインセンティブメカニズムを作成

した。つまり、バルーンを発見した人、その人を紹介した人、またその人を紹介した

人、というようにバルーンを発見した人までにいたる社会ネットワークの経路上にい

る人すべてにうまく賞金を分け与えたのである。この仕組みはうまく機能し 8 時間

で全てのバルーンが発見されている 18）。

・ スコアリングルール : 気象予測などで、気象予報官が自分の思った確率を正直に報告

することで、最も高いスコアが得られるような関数を用いたスコアの方式である。そ

の中の研究の一つとして、Baysian Truth Serum（BTS: ベイジアン自白剤）という

方式がある。BTS のキーアイデアは、ある質問に対する回答について、その実際の

頻度が、予測された頻度より大きい（surprisingly common）場合に高いスコアをつ

けることにあり、これにより真実申告を引き出すことが知られている 51）。

・ Reputation メカニズム : マルチエージェントの一連の研究において、各エージェン

トの行動に対する報酬関数を決めておき、行動をとった後にその報酬をポイントとし

て与える。そして、そのポイントに基づいてランキング（reputation）を決めるとい

う枠組みである。さまざまな方法が考えられるが、興味深い点は、各エージェントが

競争的に自分の reputation を高めようとすることが仮定されている点で、それによ

り全体の振る舞いが、より良い振る舞いになるようにメカニズムを設計する必要があ

る 35）。
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（4）	科学技術的課題
本領域における科学技術的な課題は以下の通りである。

・ 自由や民主主義に関する社会的な理解（知識の欠如）

・ 先端技術と生々しい現場の乖離

・ 現実の大部分の問題は複雑な問題（解けない問題）に属するのに対して、学術的な貢

献が解ける問題に対する解法に比重が高く集まる点

・ 人間の価値観の数式化（技術的なボトルネック）

・ 数式化は最低限の価値観であれば可能で、その場合は最低限の場合のあるべき解を示

すことは可能

・ それでも人間の意思決定の連鎖による合意がどこに向かうかを予測するためには、社

会ネットワーク全体の分析も必要

（5）	政策的課題
本領域における政策的な課題は以下の通りである。

・ 本領域は、人間の社会活動の根本的な部分を扱っている。学術面だけでなく、産業、国

際、保安、法務、財務などの行政や自治体、企業や企業団体、一般市民による議論が必

要である。特に AI やマルチエージェントシステムの発展により、そのあり方が大きく

変わる可能性に直面している。

・ 本領域の研究プロジェクトの促進のためには、社会におけるさまざまな意思決定に大き

く踏み込む必要がある。既存の ELSI のような法律や倫理に関する話し合いだけでは、

意思決定そのものの実行力を担保できるものではない。本領域で開発されるような計算

システムによって、相当に合理的かつ公正な意思決定案を構築できる可能性があり、そ

の内容の価値を客観的かつ冷静に評価できる体制づくりが必要である。その体制は、学

術会議や大学はもちろん、行政、自治体、企業団体、一般市民など社会全体で構成され

なければならない。

・ 計算機による意思決定が実行される研究プロジェクトを実行できる、行政や自治体によ

る社会的枠組みも必要である。行政特区の意思決定自体を計算機に任せるような仕組み

とその意思決定によって実際に社会を構築する企業、企業団体、および一般市民が、こ

のテクノロジーの発展には必要であり、ファンディングエージェンシーによる支援も重

要である。

（6）	キーワード
ソーシャルコンピューティング、コレクティブインテリジェンス、熟議民主主義

（Deliverative Poll）、マルチエージェントシステム、エージェントシステム、ソーシャル

フィジクス、メカニズムデザイン、大衆（Crowd）コンピューティング、システムダイナ

ミクス
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（7）	国際比較
国・

地域
フェーズ 現状

トレ

ンド
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ →

マルチエージェントシステムの分野で、オークション・マッチングの理論研究

やインセンティブメカニズムの研究が多い。

応用研究

・開発
○ →

先端的な取り組みとして伊藤らの JST CREST「エージェント技術に基づく大

規模合意形成支援システムの創成」に関する研究や、横尾らの理論研究である

科研 S「持続可能な発展のための資源配分メカニズム設計理論の構築」なども

あるがまだ大きな流れは見当たらない。

米国

基礎研究 ◎ →
MIT CCI による Climate Colab や、Stanford の Delivertive Poll を始め、基礎

研究は十分に根付いている。さらに、人工知能やマルチエージェントシステム

の分野で、メカニズムデザイン、オークション、マッチングの理論研究が広く

行われている。

応用研究

・開発
◎ →

上記の基礎研究がそのまま応用研究やベンチャーによる産業化につながる傾向

にある。また、クラウドファンディング、市場調査など、Crowd（大衆の労力

や財力）を用いた技術によるベンチャーが次々に生まれている。

欧州

基礎研究 ◎ →

自動交渉に関する基礎研究が強い。例えば、Imperical College London、
Oxford University、Delft University of Technology、Centrum Wiskunde & 
Informatica （CWI） などがある。さらには論理的アプローチによる自動交渉の

研究も盛んである。

応用研究

・開発
◎ →

市民からの意見集約および合意形成のためのシステムとその応用は盛んに行わ

れている（ウィーンやイタリアなど）。Citizen Science とも呼ばれる。CWI な
どでは、自動交渉の応用ソフトウエア（電力売買など）の開発も盛んである。

中国

基礎研究 ○ →

メカニズムデザインや自動交渉の基礎理論については、Hongkong Baptest 
Unviersity が盛んであるが他は見当たらない。

応用研究

・開発
△ → 顕著な成果 / 活動は見当たらない

シンガ

ポール

基礎研究 ◎ →

Crowd Science に関する国際会議を新たに始めるなど、基礎研究に関して関心

が集まっている。

応用研究

・開発
△ → 顕著な成果 / 活動は見当たらない

オース

トラリ

ア

基礎研究 ◎ →

Crowd Science に関する国際会議を新たに始めるなど、基礎研究に関して関心

が集まっている。

応用研究

・開発
△ → 顕著な成果 / 活動は見当たらない

韓国

基礎研究 △ → 顕著な成果 / 活動は見当たらない

応用研究

・開発
△ → 顕著な成果 / 活動は見当たらない

（注１）　フェーズ

　　　　基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル 
　　　　応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル 

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　

→

：下降傾向
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3.1.4	 知の倫理的・法的・社会的課題（ELSI）と社会適用
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

知の倫理的・法的・社会的課題（ELSI）と社会適用は、知の集積・増幅・伝播・検索・

予測・発見・アクチュエーションを可能にする倫理的・法的・社会問題の整備とガイドラ

イン設計に関わる領域である。

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
人工知能や知的ロボットなど知的情報処理技術の研究開発が進展し、実社会への適用が

次々と実現することに対して、倫理的・法的・社会的 （ELSI: Ethical, Legal, and Social 
Issues） な視点での考慮は不可欠である。しかしながら、新しい科学技術の利用に関する

懸念や不安は知的情報処理固有のものではない。そもそも、ELSI に関する研究は、米国

が 1990 年にヒトゲノム計画を立ち上げた際に、研究に潜む倫理的・法的・社会的問題を

同時に研究するとしたことに端を発する 1）。

IT においても、ELSI という言葉は使わないものの、情報の電子化に伴う個人情報漏え

いやプライバシー侵害への危険性や不安に対して、早くも 1980年にはOECD理事会の「プ

ライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する勧告」などの取

り組みが始まっていた。わが国においては 2003 年に「個人情報の保護に関する法律」が

成立した後、数々の事故や紆余曲折の議論を経て、2015 年には「改正個人情報保護法」

が成立、匿名化などの情報処理を施すことでパーソナルデータの利活用を促進する枠組み

が整備された 2）。並行して学術界でも、水谷雅彦らによるプロジェクト「情報倫理の構築

（FINE）」（1998-2003）にて応用倫理学の一分野として、現代社会特有の倫理的矛盾の解

決を目指す情報倫理学を構築する試みも行われた 3）。

ロボットについては、1980 年代から自動車の組立工場などで産業用ロボットの利用が

普及し始めたが、かつて産業革命当初、機械の普及による失業を恐れた労働者が起こした

機械破壊運動（ラッダイト運動）のような排斥運動は起こっていない。新たに生まれた

IT や知的作業の雇用が労働力を吸収したためと言われる。一方で、人工知能により自ら

の行動を判断、決定し動作する知能ロボットは工場から家庭や街中に活動の場を広げた結

果、周囲にいる人間に対する安全・安心の課題が重要になってきた。日本では総じてヒト

型ロボットの開発が活発であるが、今日の自動車もロボットの一種とみなせる。特に、自

動走行は、ロボットの三大要素である動力系技術、センシング系技術、制御系技術の高度

な連携により初めて実現できるものである。車の自律的な判断による事故に対する責任問

題は、倫理や法的な問題の議論を巻き起こしている。これはむしろ本稿の主題である知の

コンピューティングの問題そのものといえる。

知的情報処理、特に人工知能は興隆期と幻滅期を繰り返しながらも、現在第 3 次ブー

ムを迎えて、ゲームやクイズなど知的とされる分野においても人間の能力を凌駕するレベ

ルになりつつある。近年の急激かつ驚異的な進展により、コンピューターが人間を超える
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「技術的特異点」、シンギュラリティ（Kurzweil4））という技術用語が新聞などの一般メディ

アにまで登場する。哲学者が超知性体 SuperIntelligence の脅威（Bostrom5））を描出す

ると、それに呼応する形で、今度は産業界や情報科学とは異なる学術界から人工知能の開

発に対する懸念が叫ばれるようになってきた（Musk6）、Hawking7））。同時に経済学者や

社会学者からは、人間の雇用を奪うコンピューター（Brynjolfsson8）、 Osborne9））という

指摘や、人類はどこへ行くのかという哲学的な問題提起（Fuller10））がなされた。

【国内外の動向】

以下、各国地域の動向を列挙するが ELSI に関しては人工知能や知的情報処理に特化し

た活動は少なく、ICT や科学技術一般に関する ELSI を扱う活動が多い。

米国では、産業界が主導して ELSI に取り組んでいる。特に企業から多額の投資が行わ

れている。倫理に関しては 1980 年代から継続して取り組んだ情報倫理学も 2002 年には

完了した。Google に設立されたという倫理委員会も実体は見えないままである。法的課

題については、特に新しい法律を作るというよりも既存の法律の運用で対応するように見

える。これに比して社会的課題に対しては、企業、大学とも活動が活発である。

Kurzweil の設立した Singularity University は学位を授与する大学ではなく教育も行う

一種のシンクタンク兼ビジネスインキュベーターである。MIT の Brynjolfsson は 2011
年と 2014 年に 2 冊の本で人間と機械の新しいあり方について論じた。Stanford 大学で

は AI100 プロジェクトで 1950 年から 100 年間で人工知能が人々の仕事や生活にどのよ

うな影響を与えるかという研究を開始した。特筆すべきは The Future of Life Institute
である（詳細は注目動向に記述）。

欧州では、欧州委員会が主導してファンディングとりまとめを行っている。1991 年か

ら活動する欧州科学技術倫理グループはさまざまな倫理的問題を調査研究している。EU 
FP7の下では、RoboLaw や Project ETICA （Ethical Issues of Emerging ICT Applications） 
が ICT に関わる倫理問題を扱っている。大学では、De Montfort 大学（英）CCSR （Center 
for Computing and Social Responsibility） や Oxford 大学（英）Future of Humanity 
Institute （FHI） の活動が目立つ。FHI は、人類とその繁栄に関する全体像を扱う多くの

学問領域にまたがる研究機関として 2005 年に設立され 11）、“SuperIntelligence”の著者

として著名な哲学者 Nick Bostrom が所長を務める。

中国では、2012 年に北京大学に ROBOLAW.ASIA | YSAiL Initiative for Robotics, 
Law & Policy が設立された 12）。ロボットだけでなく人工知能も含めた法律との関係を研

究する。EU FP7 の ROBOLAW プロジェクトや早稲田大学 Humanoid プロジェクトと

協力関係にある。

韓国では、2007年に産業資源省からロボット倫理憲章の草案を発表。第 1条の目標から、

人間 ･ロボットの共同原則、人間倫理、ロボット倫理、製造者倫理、使用者倫理、実行の

約束までの全 7 条からなる。
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日本では、政府と学術界が主導して次のような取り組みが行われている。情報倫理に関

しては上述したプロジェクト FINE （1998〜 2003） にて IT 専門家の倫理ではない「情報

化社会を生きる万人の倫理」を構築した。少し時間を置いて、村田潔のプロジェクト「組

織情報倫理学 13）」（2012〜 2016）が始まった。村田らは De Montfort 大 CCSR との関

係も深く ETHICOMP 2007（明治大学にて開催）を主催した。ロボットに関しては上述

の通り安全基準やガイドライン 14）が倫理に先行するが、本田康二郎はロボット倫理憲章

を目指し一般市民を巻き込んだ活動をしている 15）。新保史生らは、ロボットは安全基準

だけで安心して利用できるわけではないとして、必要な法概念としての「ロボット法学会」

の設立を目指した活動を 2015 年から開始した 16）。土井美和子、萩田紀博、小林正啓は

2003 年より「ネットワークロボットフォーラム」にて、ロボットの社会受容に向けた活

動を展開してきた 17）。人工知能に関しては 2014 年には人工知能学会に倫理委員会が発足

した。

（3）	注目動向
・ The Future of Life Institute （FLI）24） 

2014 年に Jaan Tallinn（Skype 共同創始者）らにより米国ボストンに設立。科学アド

バイザーに、Nick Bostrom、Elon Musk、Steven Hawking など人工知能の開発に懸

念を示す有識者も名を連ねるが、設立のミッションは「安全で明るい未来を作るための

研究とイニシアチブを推進する」というもの。研究開発の優先順位や自動機械に関する

オープンレターの発信、および、寄付金を基金とした研究開発の助成を行うなど積極的

に活動を展開している 25）。

・ 科学技術振興機構（JST）
2013 年開始の CREST「人間と調和した創造的協働を実現する知的情報処理システム

の構築」では研究総括の萩田紀博（国際電気通信基礎技術研究所）の方針により ELSI
への取り組みを採択の条件とするなど研究者に ELSI を主体的に考える機会を与え続け

ている。CRDS では、2014 年に「知のコンピューティングと ELSI/SSH」ワークショッ

プを開催し、知のコンピューティングに関わる ELSI の論点を議論した 26）。その後も

AAAS201528）や ESOF201629）にて国際的な議論を展開している。JST 社会技術研究開

発センター （RISTEX） では 2016 年度から新規研究開発領域として「人と情報のエコ

システム」にて、情報技術のもたらすメリットと負のリスクを特定し、技術や制度へ反

映してゆく相互作用の形成を目指している 27）。

・ IEEE “Ethically Aligned Design”
2016 年 12 月に全米電気電子学会（IEEE）Global Initiative は、“Ethically Aligned 
Design: A Vision for Prioritizing Human Wellbeing with Artificial Intelligence and 
Autonomous Systems” 30）を公開した（2017 年 3 月までパブリックコメントを受け付

ける）。
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（4）	科学技術的課題
CRDSでは人文社会科学および情報科学関連の有識者を招聘して、「知のコンピューティ

ング」18）の描き出す未来像に対して、人文社会科学 / 情報科学の双方からプロジェクトの

推進において必要となる ELSI に関する論点を議論した 19），20）。下表に抜粋する。ただし、

ここに探索された課題は、知のコンピューティングや人工知能・ロボットに専ら関わるも

のと、情報科学技術全般に共通するもの、さらには、科学技術一般の社会受容そのものに

関わるものとの区別が必ずしも明確でない。本領域で重要なことは、既知の解決方法や智

恵で解決できない本領域特有の課題を特定すること、そして、解決に必要な事柄を深く議

論することである。人文社会科学系の研究者も情報科学の研究者と共に自らの問題として

取り組むことが求められる。同時に、研究者、企業、行政から一般市民まで含めた広い場

で公共の問題として議論することも必要である。

表 3－1－1 倫理的・法的・社会的課題と想定される問題

倫理的・法的・社会的課題 想定される問題

新たな犯罪 ハッキングされた機械やシステムによる詐欺や盗聴・盗用

個人情報とプライバシー 個人に関わる情報の利活用に関するさまざまな問題

機微情報の扱い、非言語情報の多くはプライバシー情報

看視と監視（監視カメラや通行履歴など）

平時や非常時（災害、犯罪、国防など）の使い分け

知の所有権 知の断片化の促進と専門知の経済基盤の流動化

二次情報、三次情報の所有権、知のエコシステム、AI の著作物

機械の判断と責任 機械の判断の正当性・妥当性の担保

結果に対する責任の帰着、責任のトップは人間だけか

機械の自律性

（SuperIntelligence）
自律的に動作する機械をいかに制御するか

判断・推論の信頼性の保証

人間の自由意志 人間の行動原理や意思決定のメカニズムの研究により、個人や集団の合意

形成や意思決定の制御・誘導

アイデンティティー サイバー上の情報やプロファイリングによる虚像

それに基づく不公平や差別の助長

情報の標準化による個性の喪失

労働や雇用 機械により奪われる雇用問題

実践知の蓄積による名人・職人の雇用喪失

人間と機械の新たな関係 技術の進歩に人間はどう対応すべきか（抑制か活用か）

社会システムの技術への過剰依存、サイバーテロ

（5）	政策的課題
政策的課題は以下の通り。

・ ELSI に関する学際的な拠点

知的財産センターが、研究者の知的財産の創造・保護・活用の促進を目的とするのと同

じように、研究者の ELSI に関する普及啓発（後期教養教育）、相談（事前検証と事後

対応）を支援して、ELSI 問題を適切に解決する仕組みが必要である。恒久的な機関と

して設立して継続的に支援することでさまざまなノウハウを組織的に蓄積することがわ

が国の国際的な競争力を向上させると期待される。

・ 人文社会科学者の継続的な関与に向けた取り組み

知のコンピューティングの ELSI については、倫理学者、哲学者、法学者、憲法学者、
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社会学者、政治学者、経済学者などの人文社会科学者の研究者が自身の研究課題として

積極的に関与することが望ましい。EU では人文社会科学者が、Horizon 2020 プロジェ

クトにおいて、SSH（社会人文科学）に対する賢明な投資が EU に有益であると宣言

した（ビルニウス宣言、2013 年リトアニア）21）。プロジェクトの終了と共に活動やコミュ

ニティーが終息することがないよう、継続的な取り組みが必要である。

・ 実環境シナリオでの実証

Paolo Dario（イタリア聖アンナ大学院大学）は、EU/FP7 RoboLaw プロジェクトにお

いてロボットを市民が暮らす環境の中で働かせて試験した。さまざまな問題に遭遇し、

対応に多大な努力を要したが、その結果、法規制の欠如、政治的手段、想定外の障害な

どが明らかになったという 22）。知のコンピューティングが提供するアプリケーション

サービスにおいても特区などの制度を活用して実際の適用に向けた課題の抽出と必要な

対処の試行を効率的に実施すべきである。

・ 研究者に対する ELSI 教育の実践

藤垣裕子（東京大学）はリベラルアーツ（人間を種々の拘束や制約から解き放って自由

にするための知識や技芸）をある程度の専門教育を受けた後で初めて意味をもつ「後期」

教養教育と位置づけた 23）。知のコンピューティングの社会的・経済的インパクトの大

きさを鑑みるに、さまざまな機会を通じて幅広い研究者に教育を実践することが重要で

ある。

（6）	キーワード
　情報倫理、ロボット倫理、倫理委員会、プライバシー、個人情報保護、製造物責任、

ロボット法、社会受容、科学技術社会論、倫理教育、後期教養教育、ELSI、SSH

（7）	国際比較
本稿では、カテゴリーを ELSI の各イシューとして比較する。

国・

地域
イシュー 現状

トレ

ンド
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

倫理的 → ○

・ 水谷雅彦（京都大）らのプロジェクト「情報倫理の構築 （FINE）」（1998-2003）、
『情報倫理の構築』出版 （2003）

・ 村田潔（明治大）らのプロジェクト「組織情報倫理学」 （2012-2016）、
EHICOMP 2007 を主催

・ 人工知能学会に倫理委員会発足 （2014）

法的 → ○

・ 赤坂亮太（慶應大）が発起人となりロボット法学会設立に向けた準備委員会

が活動を開始 （2015）
・ 徳田英幸らによる「ネットワークロボットフォーラム」 （2003〜）、『ネットワー

クロボット―技術と法的問題―』出版 （2007）
・ 無人航空機（ドローン、無線操縦機等）の安全な飛行のためのガイドライン

施行 （2015/12）
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日本 社会的 → ◎

・ 経産省・NEDO による「生活支援ロボット実用化プロジェクト」にて生活支

援ロボットの安全性に関する検討を実施

・ ISO13482「生活支援ロボットの国際安全規格」発行 （2014/2）。上記プロジェ

クト成果を経済産業省と NEDO が提案したもの

・ 人工知能が浸透する社会を考える、AIR: Acceptable Intelligence with 
Responsibility （2014-）

・ 日本学術会議「科学技術の光と影を生活者の対話から明らかにする」分科会

（2015-）
・ JST RISTEX「人と情報のエコシステム」

・ 内閣府「人工知能と人間社会に関する懇談会」（2016）

米国

倫理的 → ○

・ Deborah Johnson “Computer Ethics” （1984,1993,2002）。コンピューター倫

理学に関する世界初の教科書。

・ Google Ethics Committee 設立 （2014/1）
・ IEEE が倫理的 AI の設計に関するレポートのドラフト発行（2016）

法的 → ○ ・ We Robot: Conference on Legal and Policy Issues Relating Robotics （2012）

社会的 → ◎

・ Rob Nail、Ray Kurzweil, “Singularity University” （2008）
・ Brynjolfsson and McAfee, “Race Against The Machine”（2011）, “The 

Second Machine Age: Work, Progress, and Prosperity in a Time of Brilliant 
Technologies”（2014）

・ Max Tegmark, Jaan Tallinn, The Future of Life Institute （FLI） （2014/3）
・ Stanford 大 “One Handred Year Study on Artificial Intelligence （AI100） ” 
（2014）

欧州

倫理的 → ◎ ・ Oxford 大 “Future of Humanity Institute （FHI）”

法的 → ◎
・ EU/FP7 プロジェクト RoboLaw （2012-2014）、“Guidelines on Regulating 

Robotics”発行 （2014）

社会的 → ◎

・ De Montfort 大、Centre for Computing and Social Responsibility（CCSR）

（1996）
・ Vilnius Declaration - Horizons for Social Sciences and Humanities （2013）
・ Michael Osborne, “The Future of Employment: How susceptible are jobs to 

computerisation?” （2013-/9）
・ Nick Bostrom, “Superintelligence: Paths, Dangers, Strategies”  （2014/7）
・ HORIZON 2020, “Responsible research & innovation” （2014-）

中国

倫理的 → × ・ 特になし

法的 → △
・ 北 京 大 “ROBOLAW.ASIA| YSAiL Initiative for Robotics, Law & Policy” 
（2012）

社会的 → × ・ 特になし

韓国

倫理的 → △ ・ 産業資源省『ロボット倫理憲章』発表 （2007）
法的 → × ・ 特になし

社会的 → △ ・ SOCIAL IMPLICATIONS OF ARTIFICIAL INTELLIGENCE - SIAI 2015
（注１）　イシュー：倫理的、法的、社会的

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　

→

：下降傾向

（8）	参考文献
1） 小林傳司『トランス・サイエンスの時代 科学技術と社会をつなぐ』NTT 出版、2007
2） 森亮二、日本の個人情報保護法改正の状況、情報処理 Vol.55 No.12、2014
3） 水谷雅彦他、『情報倫理の構築』、新世社、2003
4） Ray Kurzweil, “The Singularity Is Near: When Humans Transcend Biology” ,2006
5） Nick Bostrom, “Superintelligence: Paths, Dangers, Strategies”, 2014
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6） CBSNEWS, “Elon Musk: Artificial intelligence may be “more dangerous than 
nukes” ”, 2014

7） BBC NEWS, “Stephen Hawking warns artificial intelligence could end 
mankind”,2014

8） Erik Brynjolfsson, Andrew McAfee, “Race Against The Machine: How the Digital 
Revolution is Accelerating Innovation, Driving Productivity, and Irreversibly 
Transforming Employment and the Economy” ,2011

9） Michael Osborne, “The Future of Employment: How susceptible are jobs to 
computerisation?”, 2013

10） Steve Fuller, “Humanity 2.0: What it Means to be Human Past, Present and 
Future”, 2011

11） Future of Humanity Institute （https://www.fhi.ox.ac.uk/）
12） ROBOLAW.ASIA （http://www.robolaw.asia/index.html ）
13） 組織情報倫理学、営利および非営利組織における情報倫理問題への対応ための政策提

言に関する研究 （http://www.cbie.meiji.jp/ja/）
14） 経済産業省「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」, 2007
15） 本田康二郎、プロジェクト「工学的関心に基づく倫理学の構築」（2013〜 2015）
16） 新保史生、「ロボット法学会」設立準備研究会 （http://robotlaw.jp/archives/66 ）, 

2015
17） 土井美和子・萩田紀博・小林正啓、「ネットワークロボット―技術と法的問題―」、

2007
18） 科学技術未来戦略ワークショップ「Wisdom Computing Summit」, 2013
19） 科学技術未来戦略ワークショップ「知のコンピューティングと ELSI/SSH」, 2014
20） サイエンスアゴラ 2015「激論 ! 先端 ICT の光と影」

21） VILNIUS DECLARATION
 （https://erc.europa.eu/sites/default/files/content/pages/pdf/Vilnius_SSH_
declaration_2013.pdf）

22） Paolo Dario、“Testing Robotic Applications in Real-Life Scenarios”、ロボット革命

国際シンポジウム、2016
23） 藤垣裕子、『科学・技術と社会倫理』、p139、東京大学出版会、2015
24） The Future of Life Institute （http://futureoflife.org/team/ ）
25） 西下佳代他、人工知能やロボットの社会的影響に関する先行的研究動向、第 30回研究・

技術計画学会予稿論文集、2015
26） 科学技術未来戦略ワークショップ「知のコンピューティングと ELSI/SSH」（ http://

www.jst.go.jp/crds/pdf/2014/WR/CRDS-FY2014-WR-09.pdf ）、映像版 （https://www.
youtube.com/playlist?list=PLwlAbCcz-l4sIISl7wnkSBvRGMVmI-Yzg ） 

27） 「人と情報のエコシステム」（http://ristex.jst.go.jp/examin/active/hite/ecosystem.html）
28） Wise Computing: Collaboration Between People and Machines, AAAS 2015 

Annual Meeing, 2015
29） Wisdom computing: creative collaboration between humans and machines, 
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EuroScience Open Forum Manchester 2016（ESOF2016）
30） Ethically Aligned Design - The IEEE Standards Association

http://standards.ieee.org/develop/indconn/ec/ead_v1.pdf （2016）
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3.1.5	 認知科学
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

認知科学は人間、動物、機械、社会にさまざまな形で実現されている知の構造、機能、

発生を扱う研究領域である。方法としては、心理実験、脳計測、コンピューターシミュレー

ション、統計解析、エスノグラフィーなど多様な方法を用いる。

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
［歴史的背景］

認知科学は 1950 年代後半に米国における認知革命をその起点とする。それ以前に主流

であった行動主義は刺激と反応との間の関数関係の同定のみを行い、内的情報処理過程に

ついての言及を避けてきた。しかしこ Miller, G. A. による短期記憶の研究、Chomsky,N.
による生成文法、Newell, A. や Simon, H. A. による問題解決の計算モデルなどの提案が

この時期に行われ、入力情報を加工、精緻化し、内的表象を作り出すものとして知性を捉

える立場が一挙に普及した。

この後、認知科学は情報科学、特に人工知能との密接な関係を築き、人間の知性の基盤

となる構造（アーキテクチャー）の解明、知識の表現と利用に関わる研究を、主に認知（知

覚、記憶、言語、思考等）領域において行ってきた。この過程において、Rumelhart, D. や
McClelland, J. L. によるニューラルネットワーク、認知神経科学、進化心理学、ロボティ

クスとの共同などを通して、その研究領域を拡大してきた。コンピューター・ビジョン、

翻訳を含む自然言語処理、経済活動における意思決定、学校教育プログラム、ユーザーイ

ンターフェースの分析、改善などに大きな影響を与えてきた。

［近年の学術的動向］

他研究領域との共同を行うことで認知科学はさまざまな展開を遂げた。これらの中で実

社会での応用の可能性を含むものを取り上げる。

新しい計算論が切り拓く認知科学の展開 :
認知科学は計算機科学と切り離せない。一方で、初期の認知科学においては、知能の表

現をプログラミング言語のような記号操作に求め、それゆえの表現の限界がしばしば指摘

されてきた。Barsalou はそのような記号操作を中心とした認知システムの表現を

Amodal（感覚独立）であると指摘し、知覚的シンボルシステムは Modal（感覚従属）で

あるべきだと指摘した（Barsalou､ 1999）。しかし、視覚情報処理に関しても、音声情報

処理においても、それらを統合するロボティクス技術に関しても、20 世紀においてはソ

フトウエア的制約、ハードウエア的制約が共に強く、それらをマルチモーダルに包含した

認知システムに関する計算論を組み立てることは極めて困難であった。

計算機資源の発達やプログラミング技術の発展により、これらの制約が外れてきたこと

に、近年の人工知能ブームの端緒とも呼ばれる深層学習の発展や、ベイズ理論に基づく各

種の機械学習技術の発展の理由の一つがある。初期の認知科学や人工知能において重要で

ありかつ問題含みの存在であった記号（シンボル）という存在に対しても、マルチモーダ
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ル情報からボトムアップに組織化される存在であるという仮定の下で、この形成過程を表

現可能な計算論を明らかにしようという記号創発ロボティクスといった新たな取り組みも

注目されている（谷口 ､ 2014）。ノンパラメトリックベイズ、深層学習、スパースコーディ

ング、確率的プログラミングなどといった新しい計算論の潮流の中で、認知科学研究にお

いても、新たな展開が国内外において生じてきている。

知の社会性 :
近年、ヒトの知性、およびそれを支えた脳の進化が、われわれ人間の社会性に由来する

という考え方が広まってきている。つまりヒトの知性は比較的大きな社会集団においてそ

の規範を守りつつ、協力し合うことから生じたという考え方である（開・長谷川 ､ 2007; 
苧阪 ､ 2013; Tomasello､ 2010）。 
こうした流れは乳幼児発達研究、人の近縁種を用いた比較認知科学研究、また進化心理

学、社会心理学分野の研究者と認知科学者との共同を促し、その知見は知の社会性という

仮説の確実性を高めている。この分野、特に比較認知研究は、京都大学霊長類研究所、東

京大学進化認知科学研究センターなど世界有数の研究機関を有する日本が国際的にも先導

集団の一角を占めている。新学術領域研究『共感性の進化・神経基盤』（代表 : 長谷川寿一）

では、共感に着目した人間の知の社会性を探究する試みが行われている。基盤研究（S）『社

会脳を担う前頭葉ネットワークの解明』（代表 : 苧坂直行）では、前頭葉ネットワークに

注目し、さまざまな脳計測手法を用いて知の社会性の解明のための研究を行っている。

また、1990 年代から活発に進められている共同認知（collaborative cognition）も知の

社会性を強く意識したものとなっている。ここでは人同士の共同が学習、問題解決にどの

ような影響を与えるのかをパフォーマンスレベルではなく、プロセスレベルで解明するこ

とに成功している（植田・岡田 ､ 2000）。この成果は 21 世紀型スキルの育成と深く関わ

る学習科学の理論的支柱の一つとなっている。また近年設立された MIT の Center for 
Collective Intelligence では、こうした知見をベースにしながら、新規で魅力的な商品開

発や市場での成功を生み出す組織の知性の特性の解明も行っている。

一方、Vygotsky, L. S. などの思想の流れを現代的に展開した状況的認知も認知の社会的

側面を前提とした研究を進めてきた（Lave & Wenger, 1991）。この立場では共同体にお

ける人同士の関係のあり方、人と環境内の人工物との関係のあり方から、認知を捉えると

いう立場を取る。

知の身体性 :
従来、身体は脳、あるいは中央制御系のシステムの命令を受けて受動的に働く機関であ

ると考えられてきた。今日では、生態心理学、ロボティクスなどの研究領域との共同によ

り、脳や中央制御系は身体の動きや働きを前提としたコントロールを行う、ある意味で折

衷的な機能を果たしているにすぎないという見解が主流である（Barrett, 2011; Pfeifer & 
Bongard, 2007）。
生態心理学の研究は、人間の行為を微視的に分析し、環境情報、各身体部位の協調関係

を明らかにしてきた（佐々木 ､ 2013）。加えて、視覚、聴覚等さまざまなモダリティから

の情報を統合する仕組み、それらが相互に与える影響を検討する多感覚統合研究は認知科
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学において急激に発展を遂げているが、これも知の身体性の流れの一つと考えられる（特

集「多感覚コミュニケーション」､ 2011; Special Issue: Action and language integration, 
2014）。

知の創造と創発 :
最後に知の創造と創発についての研究分野が挙げられる。知性は蓄えた知識を利用する

だけでなく、与えられた環境の制約の中で、新たな知を絶えず作り出している。こうした

活動が顕著な形で現れているのは、科学的な発見、工学的な発明、芸術、スポーツなどの

分野においてである。これに加えて問題発見などの創造的能力を含む 21 世紀型スキルを

育成する学習科学研究も展開している（Griffin, et al., 2011; 特集「批判的思考」, 2012; 
特集「ヒューマン・ロボット・ラーニング」, 2012）。
この分野では実験室における研究、フィールド調査に加えて、脳計測、モーションキャ

プチャーなどの新しい技法による研究も行われている。この分野での研究センター、大型

プロジェクトは存在しないが、日本の研究者は先端的な研究成果を残している。その結果、

創造的活動においては、ローカルなレベルでの揺らぎが組織化され、システム的に共鳴す

る過程が含まれることが明らかになってきている。特に意識的な思考とは別の系の思考が

先行的に働き、両者の相互作用が創造の核に存在するという知見が提出されている（特集

『高次認知過程における意識的 , 無意識的処理』, 2013）。 
諸外国に比べて研究活動が活発な領域である芸術の認知科学も、まさにこの知の創造と

創発に深く関わる。この分野では、音楽、美術などに加えて、日本の伝統芸能の研究も活

発に行われ、そこでは「息」、「間」など暗黙知とされてきたものへの科学的アプローチも

始められている（特集「芸術の認知科学」,2014）。 

判断と意思決定 :
人間の判断や意思決定についての研究は長い歴史があり、膨大な知見が蓄積されてきた。

近年は行動経済学の発展とも相まって、認知科学においても中心的なトピックの一つと

なっている。2014 年の米国認知科学会では八つのセッションが意思決定に関するものと

なっている（総セッション数約 100）。また日本においても、認知科学会では「判断と意

思決定の認知科学」という特集号が組まれ、24 編の投稿がなされてもいる（うち 12 編採

択）。これには、判断、意思決定が司法、投資、購買、医療、道徳、組織運営など、社会

的に極めて重要な活動の根幹にあること、また人間の実際の判断、意思決定が特徴的なゆ

がみ、バイアスを持っていること、研究方法論が多様化したこと（脳機能画像、生理指標、

進化心理学、複雑系モデリング等）が関係している。 

［応用、社会との関わり］

グローバル化に伴い、日本は戦後の労働集約的な産業形態から、知識集約型のそれへの

転換が強く求められている。特に新たな価値を生み出すイノベーションのメカニズムの解

明とそれを生み出す環境の設計は急務である。これについては経営学の一部の分野での研

究がなされているが、基本的に事例研究にとどまっており、応用、再利用可能な形の知が

蓄積されているとは言い難い。こうした現状を打破し、持続可能なイノベーション社会を
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築き上げるためには、人の思考、学習、発見についての認知科学の知見をベースにした、

さらなる研究の展開が必要となる。

現代日本は超高齢化社会への突入に伴う問題（介護、認知症、独居老人等々）、また発

達障がいの顕在化などさまざまな医療、福祉上の問題を抱えている。この分野の充実にお

いても、認知科学の貢献は多岐に渡る。まず自閉症スペクトラムに代表される発達障がい

については、自己、他者認知について長年の知見を積み重ねてきた発達認知科学の知見が

診断、支援に大きな役割を果たしてきたし、今後もさらにその役割は大きくなると考えら

れる（Baron-Cohen､ 1995）。また人とロボットの関係の構築についての研究を行ってき

た HAI の研究は、介護の現場においての利用が期待されるロボットの開発にとって重要

である（山田 , 2007）。
今後の教育に関する認知科学の役割は極めて大きい。特に新世代の持つべき能力として

注目されている 21 世紀型スキルの育成については、問題解決、創造、批判的思考などに

ついて蓄積を行ってきた認知科学の知見を抜きに進めることは困難である（楠見・道田 , 
2016）。またその教育の実施の携帯についても従来の講義型の一方向的な伝達ではなく、

学習の場のデザインを共創という側面から探究してきた学習科学の知見も不可欠である。

日本は古来さまざまな文化のエッセンスを巧みに吸収し、独自の価値を持つ文化、芸術

を生み出してきた。こうした文化、芸術の伝承、そして新たな創造は今後もその重要性を

失うことはないだろう。認知科学ではデザインや芸術に関する研究が他国と比べても非常

に活発に行われており、その研究コミュニティーも作り出されている（日本認知科学会に

おける『デザイン・構成・創造』､　『芸術と情動』分科会等）。こうした知見を集約し、

今後の展開につなげる取り組みが必要である。

（3）	注目動向
・ 新学術領域『認知的インタラクションデザイン学』（代表 : 植田一博）では、人間同士、

人間と動物の相互適応のメカニズムの解明に基づき、ロボットや人工物のデザインへそ

の成果を応用する取り組みを始めている。また科学技術振興機構の助成を受けた『みん

なの使いやすさラボラトリー』（代表 : 原田悦子）では、さまざま人工物の使いやすさ

を高めるために、ユーザー心理、製品デザインの観点からの研究を進めている。またこ

こでは新しい製品への適応に困難を覚えやすい高齢者を対象とした研究も行われてい

る。

・ JST 戦略的創造研究推進事業（CREST）で進められている「人間と機械の創造的協働

を実現する知的情報処理技術の開発」（研究統括 : 萩田 紀博）では、人間と機械の協働

により新たな知を創出し、人・集団の知的活動の質向上を実現する知的情報処理システ

ムを目指した研究開発を推進している。プロジェクトの一つである、「記号創発ロボティ

クスによる人間機械コラボレーション基盤創成」（代表 : 長井隆行）は、人とロボット

が意味理解を伴ったコミュニケーションに基づいて日常的なタスクを協調しながら達成

する「人間機械コラボレーション」を実現する基盤技術の確立を目指し、実世界で意味

理解を扱う「記号創発ロボティクス」のアプローチをコミュニケーションやビッグデー

タ利活用へ拡張し、ロボットが言葉や行動、環境の真の意味を自ら獲得し理解・行動す
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るための技術を開発している。

・ プロジェクション科学 : 認知科学は、人間の認知を刺激の受容から内的表象を構成する

過程として描き出してきた。しかしながら表象は多くの場合、自分の外に感じられる。

視覚刺激から作り出された視覚表象は当然脳の中に存在するが、当該の事物は脳の中に

見られるのではなく、現実の世界の中に投射、定位される。この投射の過程についての

研究はこれまでにほとんど存在しないが、2016 年の認知科学会ではプロジェクション

科学として展開する必要性が議論された（小野 , 2016; 鈴木 , 2016）。 投射は、自己概念、

ラバーハンド現象、腹話術効果などの心理学的な現象だけでなく、統合失調症における

幻聴、幻視、失感情症などの精神疾患、ユーザーインターフェース、AR や VR によっ

て作り出される仮想世界への没入感など、社会的にも重要なさまざまな現象に関連する。

これらを包括的に扱う新しい領域の設立が望まれる。 

（4）	科学技術的課題
これまでに述べてきたように、認知科学がこれまでに蓄積した知見は産業、医療・介護、

教育、文化・芸術などさまざまな分野の発展に重要な役割を果たす可能性がある。ただし、

これらは認知科学内部だけで完結するものではない。関連分野との連携、協力が不可欠で

ある。残念ながらこの連携、協力は現時点前十分な形で行われているとは言えない。

そこでこの現状を改善し、関連分野との連携の強化を行い、今後の日本社会の維持、発

展に必要な取り組みについて述べる。

イノベーションに向けた取り組み：日本企業の国際競争力を高め、付加価値の高いプロダ

クトを生み出すために、認知科学、心理学、経営学、企業の相互交流を促進するための研

究プログラムの設置、また研究センターの設立が急務である。特に企業の中で育まれてい

る潜在的な知、暗黙知を明らかにし、その構造、機能、発生、伝達を一貫した形で明らか

にすることは科学的にも社会的にも重要性が高い。この取り組みにおいては、（2）で挙

げた知の創造、創発の研究が大きな役割を果たすであろう。

教育改革に向けた取り組み：21 世紀型スキルの実質の解明および教育カリキュラムの策

定のために、認知科学、学習科学、教育工学などの連携を強化する必要がある。従来の知

識伝達型の教育から、知識創造の教育への移行のための教育の具体的な姿を明らかにする

プロジェクトが必要である。効率的にたくさん覚え、それを上手に使うための教育だけで

なく、新たなアイデアを生み出し、意外性に関する好奇心を持ち、適切な評価眼を備えた

人材を作り出す必要がある。またこうした研究の展開は、新たな大学入学者選抜方法の策

定にも極めて重要である。 

超高齢化社会に向けた取り組み：高齢者の介護、リハビリ、社会適応を促進するために、

認知科学、ロボット科学、医学、理学療法など関連分野の交流が必要である。ここでは単

に自動化された、効率的な介護システムではなく、高齢者が安心し、豊かな生活をおくれ

る、温かいシステムの開発を目指すことが重要である。この取り組みにおいては、（2）で
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挙げた感情・情動的知性、知の身体性に関わる研究の役割が期待される。

芸術・文化を伝承、発展させるための取り組み：新たな価値の創出は産業界だけではなく、

芸術、文化においても必要となる。この分野は各芸術領域の専門家の独占物となっている

が、これをより活性させ、次世代へとつなげる取り組みが必要であり、認知科学はその中

核に位置すると考えられる。この取り組みにおいては、（2）で挙げた知の創造、創発に

関わる研究が大きな役割を果たす。

（5）	政策的課題
認知科学は知の総合科学であるので、上記のさまざまなプロジェクトに関係する知見を

積み重ねている。人工知能については AIP の設立などの国家レベルでさまざまな動きが

見られる。これが、人工知能が人間社会の中で機能するのであれば、認知科学の研究成果

の取り込み、認知科学者の参加は必須と考えるべきであろう。しかしながらプロジェクト

は技術開発に傾注し、それを利用する人、その影響を受ける人の問題が議論される兆しは

見えない。また教育改革に向けた取り組みにおいても、上述の専門的知見を有した人材が、

教育実務、教育行政レベルで決定的に不足している。

（6）	キーワード
情動知能、知の社会性、知の身体性、創造と創発、イノベーション、21 世紀型スキル、

文化と芸術、医療と介護

（7）	国際比較
国・

地域
フェーズ 現状

トレ

ンド
各国の状況、評価の際に参考にした資料など

日本

基礎研究 ◎ →
研究テーマが細分化する傾向にあるが「人間の知の理解」などの基礎的研究に

取り組む研究者も増えつつある。

応用研究・

開発
◯ →

人間行動の理解（消費者行動や災害時の避難行動など）に基づく、サービス工

学研究が立ち上がりつつある。また、工業製品のユーザビリティを反映した製

品開発が行われている。

米国

基礎研究 ◎ →

認知科学は心理学や脳科学、工学の融合分野に位置づけられており、企業を含

め基礎研究は充実している。

応用研究・

開発
◎ →

脳活動を計測することで人間行動の情動面での理解を目指した研究が立ち上が

りつつある。消費者の購買行動や政治活動（投票行動など）を脳活動から推測

するニューロマーケティングが盛んになっている。

Antonio Rangel （CalTech）, Read Montague （University College London）
認知科学的視点に基づくコンサルタント専門の企業も立ち上がり、製品展開し

ている。

欧州

基礎研究 ◎ → 認知科学は特に医学分野との連携を深め、医療分野での基礎研究が盛んである。

応用研究・

開発
◎ →

自閉症の早期発見・治療プロジェクトを代表として、認知科学の成果を応用し

た治療法の開発が盛んである。IROMEC（Interactive Robotic Social Mediators 
as Companions）プロジェクト
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中国

基礎研究 △ →
fMRI や PET を利用した脳機能計測に基づく認知科学的基礎研究が行われてい

る。

応用研究・

開発
✕ →

ベンチャー企業を中心にさまざまな認知科学の知見を応用した教材や知育玩具

は開発されているが、特筆すべき活動は見えていない。

韓国

基礎研究 ✕ →
韓国科学技術院を中心に基礎研究が行われているが、特筆すべき活動・成果が

見えていない。

応用研究・

開発
△ → 自動車運転時の行動解析の大型プロジェクトが進行している。

（注１）　フェーズ

　　　　基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル 
　　　　応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル 

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　

→

：下降傾向
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3.1.6	 脳情報システム
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

脳の高度で柔軟な情報処理の機構についての知識を創出し、新しい脳型コンピューター

や人工知能へ応用する技術である。脳の構成要素である神経細胞（ニューロン）、神経ネッ

トワーク（ニューラルネットワーク）、個々の脳のつながりで形成される社会的なネット

ワークにおいて、その構造・ダイナミクス・機能がどのように関連するのかを明らかにす

る。その上で、脳の情報処理機構の一部を既存のコンピューター、または専用のハードウ

エアに実装して情報システムを構築する。

知のコンピューティングの創成にあたって、脳情報システム領域は不可欠である。その

領域の概観は、知のコンピューティングを“創る”そして“実現する（使う）”という視

点を考えるとわかりやすい。知のコンピューティングの創成で、ヒトや動物のさまざまな

行動、その知覚・認知・運動―ひいては情動・感情・意思決定・学習・社会性など―、す

なわち、脳の働き =「脳情報システム」が大きなヒントになる。知のコンピューティング

の実現には、「脳情報システム」とうまく対応するように、ヒトの活動の中に埋め込まれ

ていくことが必要である。

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向
領域全体の総称としては、計算脳科学（計算神経科学、計算論的神経科学とも言われる。

以下同様）、理論脳科学、数理脳科学、情報脳科学とも称される（おのおので若干の強調

点の違いがあるが、ここでの記載では同様と見なしてよい）。一方で、計算脳科学を母体

とする中で、脳科学全体、さらには情報科学、心理学・経済学などの人文科学全般、そし

て医学・生物学をはじめとし、物理学・化学との連携も必要とされる、極めて学際的な領

域である。脳情報システムはこのように射程が広い領域だが、以下、知のコンピューティ

ングにむけて、「脳の働きを抽象」「さらに飛躍」「さらに身近に」「未来への苗床」という

観点から分類して記載していく。

［抽象］

脳回路網の数理、非線形数理モデル、脳の学習、ヒト知性の脳情報システムとしての理解

上に述べたような脳のさまざまな素晴らしい機能を、脳の情報処理として、脳の計算が

いかに行われるかを、その働きを数理的に抽象することで理解する、その脳情報システム

を構成する、という研究領域である。数理的定式化のみならず、計算機シミュレーション

などを通じた能力の実証、また諸処の実験データとの比較検証も研究の重要な一部である。

脳情報処理の計算を理解しようとする研究は、そのアプローチにはいくつかある。お互い

に背反するアプローチではないが、それぞれの特長からアプローチ別に眺めておくと理解

がしやすいと思われる。

一つには、多数の神経細胞が活動し、その相互作用からうまれる情報処理を理解しよう

とする研究である（神経回路脳の数理）。脳の働きを数理モデルとして記述・抽象化した
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上で調べることが、重要な研究手段になっている。神経ネットワークを非線形力学系とし

て捉え解析するための分岐理論や、統計モデルとして捉えて解析するための理論・手法が

研究されている。個々の神経細胞、神経ネットワークの動力学、ネットワークの結合パター

ンの変化を数理モデルとして記述することにより、計算機上で局所的な神経ネットワーク

の振る舞いを再現することができる。神経細胞の詳細なパラメータや構造を取り込んだ詳

細モデルを大規模な計算資源を用いて解析する手法があるが、一方で脳を理解するために

は、複雑な神経ネットワークのダイナミクスから本質的な特性を抽出・抽象化する手法が

重要である。また多様な脳活動計測のデータの解析手法も研究されている。

神経回路網の数理とも密接に関わるが、もう一つは「脳の学習」に着目したアプローチ

である。学習もその特徴に応じていくつかに分類できる。いわゆる「教師なし学習」「教

師つき学習」「強化学習」の分類である。これらの分類の説明については他にゆずり、脳

科学での近年の進展に関わる点をいくつか挙げる。教師なし学習は、入力の中に潜む構造

をうまく把握する表現の学習であり、表現学習とも呼ばれる。近年、工学的展開でさまざ

まな話題を提供している深層学習も、もともとは脳の視覚系の表現学習の研究から生まれ

た。教師つき学習は、小脳の学習系との関連でロボット制御への新たな提案などの展開が

生まれている 1）。また自己組織化理論も教師なし学習に含まれる。強化学習は、脳におけ

る意思決定と学習の機能解明で、現在進展がもっとも目覚ましい 2）,3）。構造学習は、外界

の構造の学習を行うものであり、高次認知機能の理解に重要と考えられている 4）。Alpha 
Go の研究は、脳情報システムの知見を取り入れつつ、深層学習と強化学習をうまく融合

させ、ビッグデータをうまく利用した、工学的進展である 5）。

ヒト知性の脳情報システムとしての理解を進める研究も大いに進展している。一つは全

脳レベルの構造を反映するようなシステムを作ることでその機能理解を進めるアプローチ

である 6）。一方で、よりマクロなレベルで脳情報システムの理解を進めるアプローチがあ

る。これは、特に、より高次の認知機能、例えば、ヒトのいわば究極の機能ともいえる社

会知性、の情報処理とそれが脳のシステムの中でどのようにつくられているかを明らかに

しようとするアプローチである 7）,8）。

［飛躍］

情報幾何、量子ニューラルネットワーク論

脳情報処理の数理原理を抽出することで、そこから新たな統計情報科学に数理的に展開

しようという動きもある。例えば、情報幾何は、日本の計算脳科学研究から生まれてきた、

日本オリジナルの研究分野として特筆すべきものがある。情報幾何とは、情報あるいは確

率分布などを幾何学として定式化する研究アプローチである。また、後には代数学の手法

を取り入れたアプローチなどとも交流している 9）。広範な統計情報科学での諸問題に数理

的にアプローチする際に、強力な数理的手段、理論的展開を支える基盤を提供している 10）。

脳情報システムの活用をさらに飛躍させる要素として、神経ネットワークを専用の電子
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回路に実装するニューロモルフィック・ハードウエアの研究が挙げられる。神経細胞の膜

電位の動力学特性を再現するアナログまたはデジタル回路を集積し、高速動作と低消費電

力で情報システムを構築するものである。センサーやアクチュエーター、複数のニューロ

モルフィックシステムを接続するためのインターフェースの規格も整備が進められてい

る。

さらに量子コンピューター上にニューラルネットワークを構築する試みがある。量子性

を持つ素子および素子間の結合を実装可能な専用ハードウエアに、量子ニューラルネット

ワークを構築し、その特性を活かした脳情報システムを構築する。日本では、多数の光パ

ルスと光パルス同士の相互作用をレーザーネットワーク上に構成し、量子ニューラルネッ

トワークを構築しており、組み合わせ最適化問題、画像認識などの機械学習への応用が見

込まれている。

［身近］

Brain Machine Interface、人工知能応用（深層学習応用含む）

神経ネットワークの機能を応用した、パターン認識、最適化、予測、制御などさまざま

な情報処理がある。近年急速に応用が進んでいる深層学習（ディープラーニング）も神経

ネットワークとその学習機構を抽象化したものであり、画像認識・音声認識をはじめとす

るさまざまな分野で身近に利用されている。また今後身近になる応用技術として、脳活動

から情報を読み取りブレイン・マシン・インターフェース（BMI）や脳情報解析の技術

がある。

脳情報システムの研究の進展は、例えばパソコン・携帯あるいはいわゆる IoT の中にも、

徐々に浸透して利用されている感がある。その一方で、脳情報システムの研究を、より目

鼻立ちがはっきりする形で、いわば「知のコンピューティング」の実装の一形式、とする

ような研究として、ブレイン・マシン・インターフェースをとらえることができる。この

研究では、脳活動と外界をつなぐ、例えばロボットにつなぐのが一番わかりやすい例であ

ろう。それにより、脳活動をもとにロボットを動かす、という技術を実現する研究である。

「外界とつなぐ」のは、他にも、疾患で身体不自由な方の手足につなぐ、あるいは義肢に

つなぐ、なども考えられる。これは、脳活動の情報を読み取り、適切な動きにつなげてい

く研究と見なせる。産業のさまざまな分野あるいはヘルスケアなどの分野での展開が考え

られている。

［苗床］

脳計算モデリング、ヒト脳活動解析、計算精神医学、脳情報処理解析

今まで述べたような脳情報システムの研究をまさに駆動しているのが、計算脳科学と実

験脳科学を互いに融合させたような脳科学の研究である。このタイプの研究を、「知のコ

ンピューティング」―「脳情報システム」の領域の中にきちんと位置づけておくことは大

変重要である。三つ例を挙げる。
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・ 脳計算モデリング：高次認知機能を実現する脳情報処理のエッセンスを抽出し、その脳

計算モデルを構築、そしてそれを実際に実験データで検証。このような研究が、上述の

研究の基礎となっている。またそのモデル化には、マクロな計算論レベルのモデル化、

またはより詳細な神経構造に対応させるモデル化、など多様なアプローチが含まれてい

る

・ 大規模脳データ解析：近年の実験手法の発展に応じて、脳の解剖データや活動データの

ビッグデータ化が進んでいる。このようなデータから、脳回路の特性の同定および脳情

報処理の同定をするための研究。

・ ヒト脳活動解析：以下の注目動向で詳しく触れることにするが、「知のコンピューティ

ング」―「脳情報システム」の領域で、脳情報システムの研究を発展させていくために

は、ヒトの脳情報システムの理解を進めるべきなのは、論をまたないだろう。ヒト脳活

動から、ヒトの脳機能、ひいては心の機能に迫ろうという研究が、現在急速に発展しつ

つある。

国内外の動向比較としては、米国を先頭とし、ヨーロッパ（特にイギリス・ドイツ）の

研究が世界をリードしている。また中国や諸外国も急速に脳情報システムの研究に力を入

れている。日本の研究は世界の上位に位置づけられる一方で、以前の脳科学振興の遺産に

負うところも多い。今こそ、あらためて「脳情報システム」の研究への投資を日本で十分

に増やすこと重要である。

（3）	注目動向
・ 脳科学全体を対象とした大型プロジェクト

脳科学全体をさらに飛躍させようというファンディングとしては、例えば米国で行われ

ている BRAIN Initiative11）,12）、ヨーロッパの Human Brain Project などがある 13）。そこ

では上述の理論研究の重要性が挙げられている。また、大規模実験データに対処する解析

手法の開発、それとあわせてヒト実験データを利用した脳計算モデリングとヒトの情報処

理を明らかにするようなデータ解析手法の開発が求められている。日本でも脳研究推進の

ための大型プロジェクトとしては例えば革新脳プロジェクトがある 14）。

EU の Human Brain Project: は 2013 年にスタートした神経科学、計算機科学、脳・

神経系の医学の分野の大型研究プロジェクトである。予算規模は 10 年間で 10 億ユーロ

以上であり、EU を中心とした 100 以上の研究機関が参加している。プロジェクトの目標

として脳研究、認知神経科学などの分野のための研究のインフラの整備と運営、脳と関連

する疾患に関するデータの収集・整理・配布、脳のシミュレーション、脳にインスパイア

されたコンピューター、データ解析、ロボットの開発などが掲げられている。人の脳全体

のシミュレーションなど野心的な研究プロジェクトも含まれる。

革新的研究開発プログラム ImPACT「量子人工脳を量子ネットワークでつなぐ高度知

識社会基盤の実現」15）では、新しい種類の量子計算デバイスであるコヒーレント・イジ

ング・マシンが開発されており、そこにニューラルネットワークを実装する試みがある。

日本が中心になって研究を進めているコヒーレント・イジング・マシンは、光を用いるた
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め高速で、室温で動作する装置であり、多数の光パルスの相互作用により組み合わせ最適

化問題の近似解を効率的に得ることができる 16）。この装置の光パルスをニューロンにみ

たて、ニューラルネットワークを構成し深層学習などの機械学習に応用することが検討さ

れている。

・ ヒトの経済活動や行動の解明のための研究

ヒトの脳研究は多方面から進展しつつある。例えば、ヒトのさまざまな経済活動とその

意思決定を意識した、神経経済学の研究が急速に発展している 17）。また意思決定と学習

を起点として、精神疾患と健常者のその脳計算過程の違いを明らかにしようという計算精

神医学の研究も始まりつつある 18）。いずれ、臨床的な予防・治療などに生かされること

が期待されている。また、ヒト fMRI のデータは 1 人の被験者のデータでも、それなりの

大規模データである。ヒトの行動と脳活動を脳計算から解明するための「モデル化解析」7）,8）、

あるいは、脳活動から外界情報を直接読みだそうとする「脳解読」19），20）、などの解析手

法が有望である。これらが、さまざまな脳計算理解の研究に使われている。また、近年ク

ラウドソーシングのデータを利用することでヒトの行動を詳細に解析し、それと脳活動の

関係を見ようという研究も始まりつつある 21）。日本の BMI 研究に関しては　Impact 「脳

情報の可視化と制御による活力溢れる生活の実現」でも行っている。なお、ヒト fMRI の
データを多数集めることで、大規模データを利用可能にしようとする Human 
Connectome Project もある 22）。

情報幾何学全般の進展は文献 10）が詳しい。また、情報幾何に関する国際学術誌発刊

の準備が進められつつある。脳科学関連では、情報幾何による神経活動の高次相互作用の

解析 23）の他にも、近年、情報幾何を「意識」の理解のための情報理論への発展 24）、ある

いは半順序の数理と組み合せることで神経活動データのみならずアイテムセットマイニン

グへの応用も考えられている 25）。

（4）	科学技術的課題
・ ヒト脳を用いた研究の加速

ヒト脳を用いた研究を加速させていく必要がある。これにはいくつかの側面からの課題

がある。

（1）計測技術 :　ヒト脳活動の主要な計測技術として fMRI がある。fMRI の時間分解能・

空間分解能を向上させる技術開発が大切である。（2）解析技術 : 上述したモデル化解析・

脳解読などに代表されるような、脳計算理解や脳情報解析に役立つような解析技術開発も

重要である。（3）モデル技術・脳計算理論 : この解析技術とあわせ、脳計算モデルおよび

脳理論研究の促進も重要である。（4）ヒト知性の脳計算からの解明 : ヒト脳の知情意を統

合する脳計算論、例えば、情動・感情あるいは社会知性などの脳計算理解を促進する研究

が強く求められる。

・ 従来と異なる原理に基づく計算機の必要性

脳・神経ネットワークをシミュレートする際には、多数の変数・パラメータで記述され
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る数理モデルや、高次元・高分解能の計測により得られたデータを処理する必要がある。

また脳を抽象化したニューラルネットワークを基にする情報システムでも、なお多くの計

算資源が必要である。大規模な脳のシミュレーション、脳情報システム構築のためには、

既存の CPU やスパコンではムーアの法則に起因する限界があるため、これまでと異なる

原理で動作するアーキテクチャー、デバイスが望まれる。特に我が国としては、国産技術

であるコヒーレント・イジング・マシンを活用した新しい脳情報システムの開発を支援す

るべきであろう。

・ 脳活動計測機器の高度化とデータ解析手法の革新

脳のモデル化の基になる脳活動の計測については、さまざまな技術が存在し多くのデー

タが取得できるようになっているが、さらに高性能化が求められる。人被験者への負担が

小さな（低侵襲な）fMRI, PET を用いた計測により多くのデータが得られるようになっ

ているが、これらは脳の電気的な活動により間接的に生じる血流の流れを計測する低時間

分解能で、ミリ秒の時間スケールで変化する電気的な神経活動を捉えることはできない。

また脳の電気的な活動を直接計測する EEG, MEG では、空間分解能は低く、網羅的な計

測は難しい。動物を対象にした侵襲型の計測では、多数の神経細胞の同時記録や二光子イ

メージングにより、多数の神経細胞からの高分解能のデータが取得できるが、これらの侵

襲型の計測をヒトに使うことはできない。今後、空間的・時間的な分解能の向上、低侵襲

化が求められる。また多次元の神経時系列データを解析するための解析手法の整備や、デー

タの活用はまだ十分とは言えない。今後の課題として、多次元時系列データの高次相関を

考慮した解析、また非線形数理モデルと計測データを組み合わせて解析するデータ同化な

どのモデリング手法の整備・解析を進める必要がある。

・ 脳内の情報表現、情報コーディングの研究

脳内での情報処理を考える際の根本的な問題として、脳内での情報表現、情報コーディ

ングの様式が明確ではないという問題がある。脳内ではスパイクと呼ばれるパルス状の電

気信号が情報の伝達・処理を行うと考えられているが、スパイクのどのような側面が重要

なのか（スパイクの頻度なのかタイミングなのか）については多くの議論がある。また脳

は状況に応じて情報表現を切り替えている可能性も指摘されている 26）。さらにさまざま

な神経伝達物質・化学物質の流れ・濃度変化が脳内の情報表現に与える影響も考える必要

がある。今後、さまざまな計測技術を導入した神経科学・生理学分野と数理科学分野の連

携により、脳内の情報表現の解明に取り組む必要がある。

・ 脳内情報処理の解明

深層学習など神経ネットワークを基にしたパターン認識などへの応用が進んでいるが、

それは生体の脳が持つ機能のごく一部であり、生体の脳の持つ豊かな特性・機能が十分活

用されているとは言えない。生体の脳で観測されているさまざまな振動現象、同期現象、

カオス現象などのダイナミックな特性が生体内の情報処理に関連することが指摘されてい

るが、それを利用した情報システムの構築には大きな研究の余地がある。さらに情動、感

情、意識など人の認知機能・意思決定に大きな影響を与えるが、その理解が不十分な部分
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も存在する。

（5）	政策的課題
・ 科学と工学の研究をバランスよく配置したファンディング

「知のコンピューティング」の視点で、脳情報システム研究を推進するためのファンディ

ング制度を設立することが求められる。なおそれにあたっては、本研究開発領域は、科学

と工学の両面での研究をバランスよく促進することが必要不可欠である。その意味では、

「知のコンピューティング」の中にあっては、相対的には、特に科学の色彩が強い領域と

の認識が必要であり、それにもとづいたファンディング制度の整備を進める必要がある。

例えば「苗床」の研究は、「知のコンピューティング」の視点から見ると、脳科学の中

での研究と捉えて、やや遠いところに位置づけられがちかもしれない。しかしながら、実

は、これらの研究こそが、「知のコンピューティング」の中で、「脳情報システム」が根づ

き、発展的な展開を自律的にうながすには肝要である。したがって、ファンディングの中

で、これらの研究が「知のコンピューティング」研究の中に、それぞれの研究の方向性を

尊重しながら緩やかな形で含まれ、それにより交流・対話が促進するようなファンディン

グ制度運営が望まれる。

・ 産官学連携

産業への展開や臨床への応用には、産官学連携が重要である。例えば、基礎研究、応用

研究そして実際の産業化、これらのトランスレーショナルなプロセスを促す制度設計が重

要である。そして、倫理を含めた社会的合意形成を促す諸策が望まれる。

・ 基礎科学の研究への継続的な投資

脳情報システムの応用はさまざまな産業にもつながる技術であるが、その背後には生理

学や数理科学などの基礎科学分野での数十年にわたる研究の蓄積が存在する。今後も基礎

科学分野への継続した投資と、当該分野に向けた研究者の育成が必須である。

・ 分野間にまたがる研究

また脳情報システムは複合領域であり、神経科学、認知科学、数理科学、情報科学、工

学など各分野の連携が必要である。今後このような分野間の連携がよりいっそう求められ

る。例えば、新しい原理に基づく脳情報システムを、新しい物性を利用する専用ハードウ

エアに実装するといった専門性の高い分野の連携が必要と考えられる。これまでにないよ

うな異分野間の連携を促進するようなファンディング制度や、分野の枠にとらわれず複数

分野にまたがる専門性を持った学生・研究者を育成する大学・大学院での教育、政策の企

画・実行が望まれる。

（6）	キーワード
神経回路網の数理、脳学習理論、脳計算、脳情報、脳解読、脳型知能、脳型 AI、神経
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経済学、計算精神医学、社会脳科学、意思決定、運動制御、認知、社会知性、情動・感情、

強化学習、深層学習、表現学習、構造学習、情報幾何、非線形ダイナミクス、分岐解析、

機械学習、ニューロモルフィック、ブレインモルフィック、ブレイン・マシン・インター

フェース、コヒーレント・イジング・マシン、脳非線形数理モデル、量子ニューラルネッ

トワーク論など
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3.1.7	 知的インタラクション
（1）	研究開発領域の簡潔な説明

知的インタラクションの研究は、コンピューターやロボット、エージェント、情報家電

を用いたシステムを開発して、インタラクションを通じて人（々）の知性を引き出すこと

や、社会生活を豊かにするインタラクションとは何かの原理を探ることを目的としている。

発見した原理を基にして、人々のさまざまな活動（学習、健康活動、社会的・創造的活動

など）を促進し、新たな知の価値を社会にもたらすシステム情報技術の確立とデザイン知

識の創出を追究する。

（2）	研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向
［歴史的背景］

人と機械のインタラクションの問題の重要性は古くより認識されていた。人を含んだイ

ンタラクションの研究は、米国で CHI（Computer-Human Interaction）と呼ばれる国

際会議（現在は、採択率 20% 前後のインタラクション分野の最難関国際会議）が 1982
年に始まったことからも分かる通り、その歴史は 1980 年代初頭までさかのぼる。複雑な

手順を必要とする機械（例 : 両面コピー機。今は複雑な操作は不要だが当時は素人が使う

のが難しかった）やコンピューター（当時のコンピューターをユーザーが簡単に使用する

ことは難しかった）と人のやりとり（インタラクション）の研究をする必要がでてきた。

使用が難しかった大きな理由は 2 点ある。一つは、ユーザーが、機械の状態を把握で

きないという問題である。複雑な手順で動く機械や、自動で動く機械は、動作に伴って、

内部で行っている処理の状態が変化する。しかしながら、内部状態の変化は、情報処理の

過程であったり、機械の機構の内部の動きであったりするので、ユーザーが把握できない。

もう一つの問題は、機械がユーザーを理解できない問題である。当時は、画像認識をはじ

めセンサーによる環境認識技術が未発達であったために、機械が人間の状態を把握するこ

とができなかった。人と機械がインタラクションしながら複雑な仕事をこなす際に双方の

内部状態が分からないことは、人と機械の間での深刻な齟齬につながる場合があり、使い

やすい機械を作る上でも解決の必要な問題であった 37）。

人と機械のインタラクションで生じる齟齬を解決するために取られたアプローチも二通

りに分類される。一つは、人工知能研究の知見を用いて、コンピューターに知識をもたせ

たり、自然言語で対話したり、ユーザー入力の背後にある情報を推論したりなど、知的イ

ンタラクションによって齟齬を無くすアプローチである。もう一つのアプローチは、機械

の内部状態を人が理解できるように可視化したり、インタラクション処理の流れを分かり

やすく整理したり、機械に対して人がどう反応するかというヒューマン・ファクターの研

究である。

1990 年代になると、二つの研究アプローチは別分野として認識されるようになり、エー

ジェントの研究とヒューマン・コンピューター・インタラクション（HCI: Human-
Computer Interaction）の研究に発展した。エージェントの研究は、人工知能をベース

としたが、当時は、まだ人と本当にインタラクションできる機械を実現する人工知能技術

はなかったので、具体的なインタラクションの例題（会話例など）を課題として決め、例
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題通りに人が機械とやりとりする場合のみうまく動くシステムを構築するのが限界であっ

た。コンピューター・グラフィックスを用いた会話エージェントや、ロボットを用いた人

と機械のインタラクションの初期の研究が 1990 年代中頃から始まっている。

HCI の研究では、機械に知的な情報処理をさせずに簡潔な情報処理手法を用いている。

簡潔な情報処理の仕組みでも人と機械のやりとりに齟齬が生じないように、人がどのよう

に機械を用いるかというインタラクションの観点から機械の設計を考えることに主眼を置

いている。コンピューターの操作画面をウインドウインターフェースにするといった、人

と機械のやりとりを簡単化する GUI（Graphical User Interface）の研究をはじめとし、

CSCW（Computer Supported Cooperative Work）と呼ばれる、離れた場所にいる人と

人のインタラクションの間にコンピューターが介在して支援する研究も行われた。コン

ピューターによる知的インタラクションは音声や映像を伝えたり、人同士の議論を支援す

るために遠隔で同じ図を共有する手法等が研究された。コンピューター・グラフィックス

（CG）で仮想の世界を作る仮想現実（VR: Virtual Reality）や、CG で可視化した画像を、

カメラで撮影したユーザー周囲の映像に重畳する拡張現実（AR: Augmented Reality）技

術も研究された。

1990 年中頃に MIT の石井らは、人が触れることができる物をコンピューターのユー

ザー・インターフェースとする TUI（Tangible User Interface）を提案した。同時期に

Mark Weiser が、コンピューターが部屋や建物といった環境に偏在的に埋め込まれてい

る UBI（Ubiquitous Interface）の概念を提唱した。TUI や UBI は、物や部屋といった、

日常生活の中ですでに人が使い方を熟知している周囲環境を媒介とすることで、人間がコ

ンピューターや機械とやりとりしていることを無意識なものにする（やりとりしているこ

と自体気づかないようにする）とともに、インタラクションにおける齟齬の発生を無くす

ことを目指している。

2000 年代に入ると、アクチュエーターやセンサーの小型化、小型コンピューターの高

速化、インターネットおよび無線 LAN の普及と高速化によって、人型のロボットや安全

で小型のロボットが構築できるようになった。センサーネットワークによって実世界に関

する情報が広範囲の場所で取得可能になり、さらに、日本の発案でもあるネットワークロ

ボットの試みによって、複数台のロボットがセンサーネットワーク、携帯電話・スマート

フォン、アクチュエーターが連携して人にサービスを提供する手法の研究が行われた。

自律制御で動く機械であるロボットや、環境の状態を取得できるセンサーネットワーク

が登場したことで、知的情報処理を備えた機械と人のインタラクションについて研究する

土壌が整ってきたのがこの時期である。2006 年からは、海外ではヒューマン・ロボット・

インタラクション（HRI）に関する国際会議は始まっており、国内では、ヒューマン・エー

ジェント・インタラクション（HAI）に関する国内シンポジウムが始まっており、HCI
の研究とエージェントの研究が合わさった知的インタラクションの研究に興味をもつ研究

者が徐々に増えてきている。

2010 年以降、スマートフォン、ウエアラブル・コンピューター、IoT、自動運転が登場・

発展し、機械側がアクティブに人に情報を提示できるようになってきている。センサーの

ハードウエア技術が進むとともに深層学習を代表とする機械学習の技術が発展し、人の音

声発話や、人の動き、環境の出来事を高い精度で認識できるようになってきている。80
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年代にあった、人が機械の状態を把握できない問題、機械が人の状態を認識できない問題

がかなり改善されている。

構築したロボットやエージェント、人とインタラクションできるコンピューターシステ

ムを、実際に人が日常生活を行っている現場に持ち込み、そこで生じるインタラクション

を観測する研究も、近年の技術の発展によって可能になった。従来は、実験室で行う人工

的な状況設定でのインタラクションの検証であったのに対して、現場での人と機械のイン

タラクションを観測することで、実際に生じる生の問題点や課題を知ることができるとと

もに、開発した技術が真の意味で有効なのかを検証できるようになった。

［人間とロボットとのインタラクション］

人間とロボットの接点に関しては、初期の研究では、人がより効率的にシステムに指示

を与える方法、すなわちヒューマン・インターフェースとして研究が進められていた。ロ

ボット技術・情報技術が進歩し、ロボット・システムが自律判断を行えるようになるにつ

れて、双方が時に主導権をもつ動的なやりとり、すなわちインタラクションとしてこの接

点を捉えるようになってきた。初期のロボットは、産業用のロボットマニピュレーターや

探査ロボットといった無人環境で活動するものであったが、このようなロボットにおいて

も、自律行動する際に操作者とシステムのどちらがイニシアチブをもち、どのような情報

を操作者にフィードバックするのか、どこまでを自律動作させるのか、など遠隔操作ロボッ

トにおけるヒューマンロボットインタラクションの研究が進んだ。近年では、米国中心に

UAV（Unmanned Aerial Vehicle）などの無人機の応用が進んでいる。

このような研究の流れと並行して、日常生活の場で人と関わりながら活動するようなロ

ボットの研究が 90 年代後半から行われるようになった。MIT の Cynthia Breazeal らの

開発した最初の Social robot、Kismet は、15 自由度をもつ顔ロボットで、感情モデルを

内在し、カメラから人の顔や周囲の動きを検出して、人の働きかけに応じて表情を変える

ことができた 1）。わが国でも早くからロボットとのインタラクションに関する先駆的な取

り組みが行われており 2）、顔ロボット 3）、感情モデル 4）、など、研究が進んだ。AIBO や

ASIMO といった人とのインタラクションを強く意識したペット型、人型のロボットや、

コミュニケーションロボット 5）の研究開発が進んだ。ロボットは「道具」か「パートナー」

か 6）、といった議論が起きるようになり、これまではロボットは人の命令を忠実に遂行し、

特定の目的のために役立つ「道具」だとみなされがちであったが、状況を察知してロボッ

トからも働きかけるなど、知的な振る舞いとしての「人らしさ」をもつような「パートナー」

として人々に役立つ展望が見えるようになってきた。

このような「人らしさ」をもつロボットの実空間性、身体要素、マルチモーダル・イン

タラクションに関して、デザインに有用な知識を創出する基礎研究が進んできている。実

体をもつことでロボットはコンピューター上のエージェントよりも信頼され、社会的な印

象を与える 7）、人に依頼する場合にはロボットの方が作用しやすい 8）、といった知見が集

まった。視線を適切に利用することで、相手の注意をひきつけたり、会話への参加を促し

たりできる 9）、など、人らしいロボットならではの人に作用するための新たな方法が次々

に明らかになった 10）。人間酷似型のアンドロイドロボットも開発され、アンドロイドロ

ボットを使った人間理解研究も行われるようになった 11）。機械工学や情報学の最先端の
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技術によって実現されるロボットという新しい存在に対して、従来の人間理解に用いられ

てきた心理学・認知科学の研究フレームワークを用いる、といった機械・情報・心理等に

またがる分野融合的な研究により、新たな知識の創出が進んだ。

人間の理解に根差した情報技術の研究も行われるようになった。例えば、システムが人

間の目線に立って環境内の物体とロボットの見え方をコンピューター上で計算すること

で、見えないところからロボットが唐突に現れることを避ける、といった行動計画を行う

ことで、人に不快感を与えないようにロボットが移動するためのパス・プランニング（経

路計画）技術が実現された 12）。人間に物を手渡す際に、人間から見て意図がうまく伝わ

るようにロボットアームを制御する方法 13）など、振る舞いとしての「人らしさ」を創出し、

自然に、親和的に、効果的に人々に働きかけることができるロボットを創り出すような情

報技術が実現されるようになってきた。人の移動軌跡のビッグデータをモデル化すること

で人の進路を予測して通行人に効率的に話しかける行動計画をするロボット 14）、混雑を

起こさないように環境と調和したサービスを提供するロボット 15）など、多くの人が同じ

ように振る舞うという仮定のもとで、大量データの処理などの情報技術との結びつきも少

しずつ始まっている。

ロボットとのインタラクションが人々の多様な活動を促進しうることも、少しずつ明ら

かになってきた。人らしいロボットが親和的に働きかけることで、街角での道案内 16）、

店舗内の案内 17）、子供たちの第二外国語の学習 18）,19）、といった日常的な場面での活動支

援の道筋が見えてきつつある。

現状のロボットのインタラクションに関する研究は、多様なユーザーのもつ異なる特性

や状況に応じて知的な判断を行う、といった「知的インタラクション」の問題にはまだ取

り組みがあまり見られない。辛うじて、周囲状況をセンシングし、自然に人々に働きかけ

ることができるロボット・システムが実現できるようになりつつある段階と言える。しか

し、様々な応用において、相手に応じたインタラクションを行うことは不可欠である。例

えば、子供の学習場面を例にしても、子供ごとに学習の進度は異なり、得手不得手があり、

また褒めて伸びる子供、伸びない子供、などそれぞれ異なった特性をもつ。こういった個

の違いを扱うためには、実世界センシングの困難さ、ロボット・システムの複雑さ、多様

な人間の異なる特性のモデル化の困難さなど、多くの未解決の研究課題がある。センシン

グや大量データの処理など急速に進歩する情報技術との結びつきにより、これらの困難さ

を超えて、その先の「知的インタラクション」の問題解決に進むことが期待されている。

［研究の意義］

知的インタラクションの原理を解明し技術を確立することで、人にとって機械を使いや

すくしたり、機械の使用を通して人の生活の質を向上させたり、人の知性を引き出したり

できるようになる。単純に何かの作業を支援する従来の機械技術や、一過性の情報を提示

する従来の情報技術とは異なり、人と機械もしくは機械を通して人と人が何度もやりとり

（インタラクション）して初めて人の生活の向上に結びついたり、人の知性を引き出せた

りするものであり、知的情報処理技術を利用したインタラクションの研究は、情報処理分

野の中で別途行う必要のある重要な研究対象である。

歴史的背景で述べた通り、知的インタラクションを実現する上で必要な基盤技術やハー
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ドウエアは、2010 年前後より進化しており、現在は、研究を進める上で絶好の時期となっ

ている。機械が人の状態や環境の出来事を高い精度で認識できる技術ができつつあり、機

械の内部状態を適切に表現することのできるハードウエアが登場してきたことは、機械が

人の内部状態を把握し、人も機械の内部状態を把握することを可能にする。インタラクショ

ンの参加者双方の間に齟齬を生じさせずに、人にサービスを提供したり、人の日常生活を

支援したりすることができる。特に近年では、センシング技術やハードウエア技術の進展

に伴って実験室ではなく、実際の日常生活の場で、開発したシステムを用いた実験を行う

ことができるようになっており、より本質に迫った知的インタラクションの原理の発見や、

開発したシステムの有用性の検証ができるようになっている。

（3）	注目動向
［技術動向］

3D プリンターやカッティングマシンをはじめとするコンピューターで気軽に物を実体

化できる環境の整備され、これらは知的インタラクション研究の発展に貢献している。知

的インタラクションの研究では、人とのインタラクションを実際に引き起こし、その背後

にある原理を探るので、インタラクションを引き起こすための機械やシステム自体を短い

期間で効率よく開発する必要がある。例えば、人の肩に乗るロボットや、ぬいぐるみロボッ

トなど、既存では存在しないロボットを構築し、どのようなインタラクションが発生する

のか研究されている 38）。米粒大の赤外線距離センサーを指や腕などにアレー状で配置し

人の動きを計測するといった場合にも、センサーの配置場所に合わせて固定する部品を

3D プリンターで出力し構築することができる。引き起こしたいインタラクションの現象

を手軽に引き起こし検討できる状況になったのは研究遂行において大きな進展である。

もう一つの大きな進展は、深層学習をはじめとする機械学習の進歩である。カメラ画像

や各種センサーから人の内部状態を推定することが難しかったが、深層学習により人の行

動を認識するための良い特徴量が得ることができたり、人の心的な内部状態の変化を確率

過程として捉えたりすることが徐々にできつつあり、機械が人間の状態を捉えることによ

り実現可能な知的インタラクションの幅も増えつつある。

米国の会社ボストンダイナミクスが構築した動歩行で歩く人型ロボットや、大阪大学・

ATR の石黒浩が開発したアンドロイドなどは、動きや見た目で人と同様な生きている印

象を人に与えることができる。人と同様の印象をもつ機械は、人が相手の場合と同様のイ

ンタラクションを実現できるメリットがあり、知的インタラクションの研究を行う上でも

大きく貢献する。

ソフトバンク・ロボティクスの Pepper23）や、さまざまなベンチャー企業から発売され

ているロボット、インターネット上でブームとなっている CG エージェントが公共の場や

一般家庭に普及しつつあることも、知的インタラクションの研究を後押ししている。知的

インタラクションの研究では、検証実験を行うために、実際の日常生活の中でインタラク

ションの現象を引き起こすことが重要であり、普及したロボットやエージェントをベース

とした実証実験ができるようになったことも注目すべき動向である。

深層学習の応用の活発化などを背景に、音声や画像に関するセンシング技術の性能が高
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まり、日常環境で実用的に利用できる水準に達するようになってきた。その結果、

Amazon echo20）など、実世界でインタラクションできるシステムが市場にでつつある。

インタラクションの研究開発には総合的なシステム作りが必要となることが多い。その複

雑さゆえ、個別の技術の進捗に加えて、プラットフォームとなる統合的なシステムが利用

できるようになることで、さらにその先の研究開発が進むようになることも多い。ロボッ

トのプラットフォームでは、AIBO21）や Nao22）などが著名であるが、この 2-3 年で

Pepper23）をはじめ、実世界での行動能力の高いロボットが利用可能になってきており、

より高度で知的なインタラクションを研究する土壌ができつつある。

［ファンディング動向］

国内では、新学術領域「人ロボット共生学」のプロジェクトにおいて、人とロボットが

共存し、互いに学ぶような、共生型のインタラクションについて研究が進んだ 24）。

ERATO 石黒プロジェクトでは、人間と親和的に関わるアンドロイドロボットのために、

言葉によるやりとりに加えて、身ぶり手ぶりや視線、表情、触れ合いといったマルチモー

ダルなインタラクションを行うための技術開発が進んでいる 25）。

米国では、NSF からの大規模なファンディングにより、Yale、MIT、USC の 3 大学を

またがるプロジェクトで、socially assistive robot の研究が進められており、従来、物理

的な支援が中心であったロボットのインタラクションを、子供の学びなどの社会的な支援

へとフォーカスを映し、かつ、知的インタラクションの課題の一部を先取りするように、

ユーザー別インタラクションを長期的に行えるようにするための技術開発が進んでいる 26）。

欧州では、EU からの FP7 や Horizon2020 等のファンディングの枠組みのもとで、近年、

ロボットのインタラクションの問題に取り組むプロジェクトが盛んになってきた。以前か

ら、自閉症の子供を対象とした研究が行われてきたが、近年、子供たちの学びを対象とし

た研究へと広がりを見せている。例えば、“Expressive Agents for Symbiotic Education 
and Learning （略称 : EASEL, 3M €）”では人とロボットが互いに影響しあい、学ぶよう

な共生型のインタラクションの研究が進んでいる 27）。“Second Language Tutoring using 
Social Robots （略称 :L2TOR, 3M €）”のプロジェクトでは、ロボットを用いて子供たち

の第二外国語の学びを支援するための技術開発が進められている 28）。

［実現に向けた技術的なボトルネック］

究極の知的インタラクションの担い手として人間と同等のインタラクション能力の必要

性を想定すると実現に向けて無数の技術的ボトルネックが存在する。しかしながら、そこ

までの理想的な状況を想定しなくとも、現状研究されている機械やシステムの飛躍的な向

上を阻んでいる技術的ボトルネックが 2 種類存在する。

・ 実空間での音声・音響認識の問題

これが解決されれば、人が知的インタラクションを機械やシステムとする上での音声入

力を飛躍的に向上させることができる。現状では、音声認識の精度は高く、空間内の音

源（特定話者の声）を分離する技術も開発されている。しかしながら、実空間で人の音

声を取得し認識しようと思うと、いまだに実用に耐えうる精度を得ることはできない。

人の口のそばに接話型マイクを設置するか、人がマイクの側に移動して発話してもらう
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必要がある。接話型マイクなしで、生活環境での人の発話を認識することができれば、

知的インタラクションを実現するサービスが実環境で展開できるようになる。

・ 文脈推定・ドメイン推定の技術

本技術は解決のめどがほとんど立っていないボトルネックである。通常、知的インタラ

クションを引き起こす機械やシステムを構築する場合、インタラクションを通して実現

するタスクや、インタラクションにおける主題を決めておくことで、人と機械のやりと

りを遂行する上で必要となる知識や手順を設計することができる。タスクや主題を事前

に決めることなしにインタラクションを成立させる知識や手順を用意するのは難しい。

人間同士の会話と同様に、機械が人とインタラクションしながら、インタラクションの

文脈を特定するとともに、何の話題（ドメイン）に関するインタラクションなのかを推

定することができれば、事前に場面を特定することなしにより柔軟に人と機械の知的イ

ンタラクションを成立させることができる。

［実現において欠如している知見］

人と機械もしくは、機械を介した人と人の知的インタラクションにおいて、インタラク

ションにおけるやりとりを円滑にしたり、人と機械がお互いの内部状態を把握したりする

ために明らかにする必要がある知見について説明する。

・ インタラクションの「間」やタイミングの知見 :
従来の人と機械のインタラクションでは、人が機械に命令する番と機械が人に反応する

番が交互に起こることが想定されていたり、やりとりの交代の時間間隔やタイミングに

関する設計がされておらず、人が機械に合わせる形のインタラクションになっている。

例えば、機械から人に質問した場合に、人が無反応であっても、機械はタイムアウトの

時刻まで無反応である。銀行の ATM の場合も、キャッシュカードや現金を取るのにて

こずっているとお構いなしに警告音が鳴ってしまう。しかしながら、人同士のインタラ

クションでは、時間間隔やタイミング自体にも意味が含まれており、人は巧みにインタ

ラクションに「間」をもたせたり、タイミングを調整したりする。知的インタラクショ

ンを実現していくためには、インタラクションを時間方向で制御する知見が必要である

が、まだ、その設計指針がない。

・ ターンテイキングの知見 :
人同士の会話では、対面や複数人会話を問わず話者交代（ターンテイキング）が生じる。

円滑な知的インタラクションを実現するためには、会話の次の場面で機械が発言するべ

きか、他の人が発言するべきかを適切に判断できる必要がある。人が何の情報を手掛か

りとしてターンテイキングを行っているか明確には明らかになっておらず、機械がセン

シングすべき特徴量が特定できていないのが現状である。

・ 感情表現とモダリティーの知見 :
人間を相手として知的インタラクションを実現するためには、機械は人間がもつ感情も

扱える必要がある。特に、人と機械がお互いの内部状態を把握するためには、機械は人

の感情を認識する必要があるとともに、機械の内部状態を感情の形で表現することが有

効である。人の感情は顔の表情として現れる以外に、言葉の語気の強弱に現れたり、ジェ
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スチャーの速度や大きさの変化として現れたりする。顔の表情と感情の関係は詳細に調

べられているが、人がもつ感情と他のモダリティーの対応関係は明確にはなっておらず

機械の設計に利用することができないのが現状である。

・ 他者モデルの知見 :
人は、インタラクションにおいて相手の内部状態を推定するために他者のモデルをもっ

ていると考えられている。客観的に観測可能な相手の行動や発言のみから、相手の観測

不可能な内部状態を推定するためには、事前にインタラクションの相手のモデルをもつ

必要がある。他者モデルの研究は、ユーザーモデルとして古くより HCI 分野やヒュー

マン・ファクター分野で研究されているが、知的インタラクションがターゲットとする

実時間で動的に相手とやりとりする場面での他者モデルの知見は不完全であり、機械学

習と組み合わすことのできるレベルのモデル化が求められている。

・ 行動と意図の関係の知見 :
インタラクションにおいては、機械的に相手とやりとりするものから、ある意図を実現

することを目指して行われるものもある。インタラクション中の人の行動の背後にある

意図の有無や意図の内容を特定できることは、知的インタラクションを実現する上で大

変重要である。さらに、インタラクションにおいて機械が取った行動の意図を人に感じ

とらせることも、知的インタラクションを質的に向上させる上で重要である。しかしな

がら、行動と意図の関係をどのように扱うべきか明らかになっていないとともに、意図

がインタラクション自体とどのような関係をもって進行するのか明らかではなくインタ

ラクション自体のモデル化するための知見が必要なのが現状である。

［実現において欠如している知見に対する研究開発の取り組み］

欠如している知見の幾つかは、現在、研究対象として積極的に取り組まれている。他者

モデルに関しては、新学術領域認知的インタラクションデザイン学において、人−人イン

タラクション、人−動物インタラクション、人−人工物インタラクションの観点から研究さ

れている。人・動物・人工物の同一点、相違点を比較することで他者モデルを明らかにし、

人と適応的にインタラクションできる人工物の仕組みを開発しようとしている 39）。

機械学習の手法を用いて、人の行動から人が背後にもつ意図を推定する研究も行われて

いる。人と機械のインタラクションにおいて、機械の背後に人が操作していると思わせる

場合と、ロボットが操作していると思わせる場合を比較し、機械の行動の背後に人が想定

する意図の違いを明らかにしようとする研究も行われている 40）。

ターンテイキングの研究も、音声対話の分野で盛んに行われており、話者の呼吸や視線

をベースに推定することが試みられている 41）,42）。

（4）	科学技術的課題
本領域における科学技術的課題は以下の通りである。

・ 「知的」インタラクションへの取り組み

インタラクションの研究はこれまでに多くあるが、「知的」インタラクションの問題へ
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の取り組みはまだ少ない。多様なユーザーがもつ異なるニーズ、特性、状況などをシス

テムが「知的」に扱うためには、ある程度、大規模なユーザー集団を対象に、近年、急

速に進歩しつつある大量データ処理や実世界センシングなどの技術と組み合わせた統合

的な技術開発が必要であり、研究者が個人で研究できるスケールの問題を超えている。

チーム型の大規模なプロジェクトの推進等により、先導的な研究を促進する必要がある。

・ ユーザーの受容性に関わる研究

ロボットなど、実世界に作用するアクチュエーションを含むシステムについては、近年、

急速に注目が集まりつつあるが、ユーザーへの受容性をも対象とした研究開発において

は、機械、情報、心理といった多面的な知識を統合した技術開発が必要となっており、

分野融合的な研究開発の促進を急がないと、すでに HCI 分野などで情報・心理にまた

がる人材育成で先行している米国等に大きく水をあけられる恐れがある。

・ 時間を意識した人と機械のインタラクションの制御

知的インタラクションを実現する上で取り組むべき課題は、時間を意識した人と機械の

インタラクションの制御である。インタラクションの「間」とタイミングを扱える時間

を考慮した行動制御技術や行動認識技術を上げることができる。また、さまざまなモダ

リティで感情を表現したり、人間の感情を認識する上でも、時間方向の行動の変化を制

御したり捉えたりする手法が必要となる。また、実時間の時間制約の中で人の内部状態

を推定したり、時間制約を考慮に入れて機械の内部状態を人に可視化する技術も重要に

なる。知的インタラクションのモデルに時間方向の設計を取り入れることで、実現され

る知的インタラクションの実用性がより高まると考えられる。

（5）	政策的課題
本領域における政策的課題は以下の通りである。

・ 学際的な研究の推進

知的インタラクションに関する研究を遂行するためには、情報工学分野だけではなく他

の分野を取り込んで研究を行う必要があり、学際的な連携をベースに研究を推進するよ

う政策を立てるのが重要である。情報工学分野では、人とインタラクションする機械の

アルゴリズムやモデルを構築できるが、認知科学分野や脳科学分野の研究者と連携する

ことでインタラクションの中で人がどのように振る舞うのかといった知見をベースに研

究を進めることができる。実際の日常場面でインタラクションを引き起こし、その背後

にある原理を突き止めるためにも社会学の研究者との連携もする必要がある。例えば、

カーネギメロン大学では、ロボティクスの研究者と、デザイナー、認知科学者が連携し

て、人とロボットのインタラクションのデザインで成果を出しており、工学者以外の人

材との連携の重要性を示している 43）。

・ 国際連携

文化差や言語の違いなど多様なユーザーを適切に把握できるようにするために、国をま

たがった研究開発を進めることも喫緊の重要な課題である。国際連携を前提としたこの

領域特有のファンディング制度が必要である。
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（6）	キーワード
知的インタラクション、インタラクションデザイン、ヒューマン・コンピューター・イ

ンタラクション（HCI）、ヒューマン・エージェント・インタラクション（HAI）、ヒュー

マン・ロボット・インタラクション（HRI）、共同注視、注意のモデル、多人数対話、状

況とプラン、話者交代、音源分離、他者モデル、ソーシャルロボット、コミュニケーショ

ンロボット

（7）	国際比較
国・

地域
フェーズ 現状

トレ

ンド
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

国際会議 ACM CHI において人とインタラクションできるハードウエアの提案

を中心に存在感のある研究発信ができている。IEEE/ACM HRI でもアジア圏

で最も数多く成果発表ができている。さらに、日本発の国際会議 ACM HAI は、

2015（韓国）、2016（シンガポール）、2017（ドイツ）と海外進出し、知的イン

タラクションの研究成果を世界的に発信できている。ロボットのインタラクショ

ンでは多くの取り組みが他国に先行して行われていたが、近年、米国・欧州で

の基礎研究が盛んになる中で、HRI29）, RO-MAN30）等での研究成果の報告はや

や後れを取りつつある。

応用研究・

開発
◎ →

Pepper やロボフォンなど、インタラクションを主目的としたロボットが何種類

も市場に出るなど、民生分野での応用・開発が盛んである。

米国

基礎研究 ◎ →

以前から軍事応用につながる基礎研究が盛んだった。国際会議 ACM CHI では、

社会学的なアプローチ、認知心理学的アプローチでの研究成果も多く見受けら

れ、単純な機械の開発にとどまらない厚みのある基礎研究が行われている。民

生用では MIT 等で古くからロボットのインタラクションの研究が早くから行わ

れており 31）、近年、CMU 32）、Yale 26）など他の大学でも次々にインタラクショ

ンの研究プロジェクトが立ち上がり、HRI29）, RO-MAN30）などで盛んに研究成

果が報告されている。

応用研究・

開発
◎ →

ロボットの応用展開ではボストンダイナミクス社など軍用の応用が最も進んで

いるが、遠隔操作中心で、知的なインタラクションをあまり含まない。一方で

IBM をはじめとした音声対話システムの応用展開が順調に進展されている。民

生分野では、Amazon echo20）, Jibo33）, Baxtor34）など、ややシンプルなプロト

タイプがここ数年で市場に出つつある。

欧州

基礎研究 ◎ →

複数のハードウエアに移動して人とコミュニケーションするエージェントの研

究が FP7 でなされるなど、基礎的な研究を地道に行っている。ロボットでは、

英国の研究グループが早くから自閉症児を対象としたインタラクションを扱っ

ていたが、近年、家庭内、高齢者向け、工場（作業現場）など、広い対象に知

的インタラクションを活用する試みが進んでいる。また、ここ数年、子供の学

習場面にロボットを利用する試みも急に盛んになってきている。HRI29）, RO-
MAN30）などで盛んに研究成果が報告されている。

応用研究・

開発
○ →

Nao, care-o-bot35）など、研究用プラットフォームとしてのロボットは開発が進

む

中国

基礎研究 △ → HRI29）, RO-MAN30）に顕著な成果は見当たらない。

応用研究・

開発
× → 顕著な成果 / 活動は見当たらない。

韓国

基礎研究 ○ →

国際会議 ACM CHI では、日本よりも多い発表件数を誇り、アジア圏で初の

CHI を 2015 年にホストするなど、ヒューマンコンピューターインタラクショ

ン分野での存在感は大きい。ロボットでは、HRI29）, RO-MAN30）に、顕著な成

果 / 活動は見当たらない。

応用研究・

開発
○ →

子供の学習場面に利用するロボットでは先行して市場化を試みるなど 36）、数社

が知的なインタラクションを行うロボットを市場に出す試みを続けている。
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（注１）　フェーズ

　　　　基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル 
　　　　応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル 

（注２）　現状　※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価である。

　　　　◎　特に顕著な活動・成果が見えている、　○　顕著な活動・成果が見えている

　　　　△　顕著な活動・成果が見えていない、　×　活動・成果がほとんど見えていない

（注３）　トレンド

　　　　 →：上昇傾向、　→：現状維持、　

→

：下降傾向
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